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ごあいさつ

地球温暖化が進行すると、気温の上昇に伴う異常気象の増加、

生態系の異変や食料不足が懸念され、私たちの日常生活のみなら

ず生命・身体に影響が及ぶ可能性があることから、地球温暖化問

題は国内外で最も重要な環境問題の一つとされています。

国際社会においては、平成２８年に地球温暖化対策の新たな国

際的な枠組みである「パリ協定」が発効され、我が国においても

国連に提出した「日本の約束草案」において、温室効果ガス排出

量を２０３０年度に平成２５年度（２０１３年度）比で２６％削

減するという目標を掲げています。

大田市は、世界遺産「石見銀山遺跡」や国立公園「三瓶山」、国の天然記念物に指定された「琴

ケ浜」、さらには新鮮で豊富な海の幸、山の幸など多くの自然環境に恵まれています。

この豊かな自然環境を将来を担う若者や子どもたちに引き継いでいくことは、私たちの責務で

す。

このたび策定した大田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）は、地球温暖化防止を目指す

ため、低炭素社会と循環型社会の推進、温暖化防止に関する情報提供と環境教育の推進、気候変

動の影響への適応策の実施を掲げたもので、大田市環境基本計画を具現化する計画の一つです。

この実行計画を効果的に推進していくためには、大田市地球温暖化対策地域協議会が中心とな

り、市民、事業者、行政が一体となって取り組んでいくことが重要であり、市民や事業者の皆様

におかれましては一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

最後になりましたが、本計画の策定にあたり貴重なご意見を頂きました大田市地球温暖化対策

実行計画策定部会の会員の皆様をはじめ、多くのご提言を頂いた皆様に心からお礼を申し上げま

す。

平成３１年３月

大田市長 楫野 弘和
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１  計画の基本的事項
１）計画の背景（世界や国等の現状と方向性）

（１）地球温暖化とは 

太陽から届く日射エネルギーの約 7 割は

大気と地表面に吸収されて熱に変わります。

地表面から放射された赤外線の一部は大気

中の二酸化炭素（CO2）やメタン（CH4）、

一酸化二窒素（N2O）などの温室効果ガス

に吸収され、地表を適度な温度に保ってい

ます。しかし、人間活動の拡大により、温

室効果ガスの大気中濃度が増加することで

地球温暖化が進行します。 
温室効果ガスの区分は、国が定める地球

温暖化対策推進法では図表 1-1-2 の 7 種類

が定められており、主な温室効果ガスは二

酸化炭素（CO2）です。 
現在、私たちは石炭や石油などの化石燃

料を大量に消費してエネルギーを生み出す

ことで、現在の豊かな暮らしを実現してい

ます。しかし、化石燃料の燃焼時には二酸

化炭素をはじめとする温室効果ガスも発生

します。 
 

■図表 1-1-2 温室効果ガスの種類 
種類 性質 用途、排出源 

二酸化炭素（CO2） 代表的な温室効果ガス 化石燃料の燃焼など。 

メタン（CH4） 天然ガスの主成分で、常温で気体。良く燃える。 稲作、家畜の腸内発酵、廃棄物の埋

立てなど。 
一酸化二窒素（N2O） 数ある窒素酸化物の中で最も安定した物質。他

の窒素酸化物（例えば二酸化窒素）などのよう

な害はない。 

燃料の燃焼、工業プロセスなど。 

HFCs（ハイドロフル

オロカーボン類） 
塩素がなく、オゾン層を破壊しないフロン。強

力な温室効果ガス。 
スプレー、エアコンや冷蔵庫などの

冷媒、化学物質の製造プロセスな

ど。 
PFCs（パーフルオロ

カーボン類） 
炭素とフッ素だけからなるフロン。強力な温室

効果ガス。 
半導体の製造プロセスなど。 

SF6（六フッ化硫黄） 硫黄の六フッ化物。強力な温室効果ガス 電気の絶縁体など。 

NF3（三フッ化窒素） 窒素とフッ素からなる無機化合物。強力な温室

効果ガス。 
半導体の製造プロセスなど。 

資料）温室効果ガスインベントリオフィス 全国地球温暖化防止活動推進センターホームページ

（ ） 
 
 

資料）温室効果ガスインベントリオフィス

全国地球温暖化防止活動推進センターホー

ムページ（ ） 

■図表 1-1-1 温室効果ガスと地球温暖化メカニズム 
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（２）地球温暖化の現状と将来予測 

①地球温暖化の将来予測

人為起源による気候変化やその影響等について、科学的、技術的、社会経済学的な見地から包

括的評価を行う「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」によれば、およそ 100 年後の 21 世

紀末までに世界の平均気温がどの程度上昇するのかについて、４つのシナリオ（仮定）を提示し

て予測を示しています。最も気温上昇が低いのが「RCP2.6 シナリオ」※で、「将来の気温上昇を 2℃
以下に抑える目標を掲げ、様々な取り組みを行う場合」のシナリオです。しかし、「政策的な緩和

策を行わない」シナリオである「RCP8.5 シナリオ」では、世界の平均気温は 2.6~4.8℃と、4 度

前後の上昇が予測されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②地球温暖化による主要なリスク

このまま地球温暖化が進行すること

で、沿岸部や島しょ部を中心とした海

面上昇や高潮被害、大都市を中心とし

た洪水や豪雨被害、電気供給、医療な

どのサービスに対するインフラ機能停

止、熱中症による健康被害、作物の適

地が移動したり、天候不順による食糧

不足、渇水等による水不足、生態系の

変化による海洋・陸上生態系の損失等

のリスクが予測されています。 
 
 
 
 
 
※と記載されている用語は、資料編の用語集に解説を掲載しています。

～ ℃上昇

～ ℃上昇
政策的な緩和策を行わないシナリオ（ ）

将来の気温上昇を ℃以下に抑える
目標をもとにしたシナリオ（ ）

■図表 1-1-3 将来の世界平均気温の予測 

資料）気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 5 次評価報告書 

世
界
平
均
地
上
気
温
の
変
化

（
１
９
８
６
～
２
０
０
５
年
平
均
と
の
差
℃
）

■図表 1-1-4 気候変動による将来の主要なリスク 

資料） 第 次評価報告書 
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③気候変動の適応策

地球温暖化に対する様々なリスクの

可能性が指摘されている中、温暖化対策

を講じていく必要があります。地球温暖

化対策には、大きく分けて温室効果ガス

を抑制する「緩和策」と、緩和を実施し

ても温暖化の影響が避けられない場合、

その影響に対して適応する「適応策」と

があります。国は平成 27 年 11 月に「気

候変動の影響への適応計画」を策定して

います。今後、農林水産業や自然生態系、

健康面等、気候変動によるあらゆる影響

が危惧されており、地方においても観

測・監視や予測を行い、地域に応じた対

策を講じていく必要があります。 
 
（３）世界及び国の動き 

平成 4 年（1992 年）に国連により、大気中の温室効果ガス濃度を安定化させることを目的とし

て、「気候変動枠組条約」が採択されました。同条約に基づき、平成 7 年（1995 年）から条約締

約国会議（COP）が毎年開催されています。 
平成 9 年（1997 年）には、京都で開催された第 3 回締約国会議（COP3）において、先進国に

法的拘束力のある削減目標を初めて規定した「京都議定書」が採択され、平成 17 年（2005 年）

に発効となりました。 
平成 10 年（1998 年）には、国の地球温暖化対策を推進していく法令上の根拠となる「地球温

暖化対策の推進に関する法律」（温対法）が制定されました。 
平成 27 年（2015 年）には、国連総会において「持続可能な開発目標（SDGs）」※を中心とす

る「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され、社会、経済、環境等に関する様々

な課題を統合的に解決していく意思が示されています。また、同年に国内では、「気候変動の影響

への適応計画」が策定されました。 
平成 27 年（2015 年）には、「パリ協定」が採択されました。「パリ協定」では、世界全体の平

均気温の上昇を産業革命以前に比べて 2℃未満に抑える目標値を設定し、主要排出国を含むすべ

ての国が削減目標を設定し、5 年毎に提出・更新することが盛り込まれました。「パリ協定」は国

連の全加盟国が参加する国際的な枠組みとして、史上初めて合意に至ったものとして高く評価さ

れています。日本は 2020 年以降の新たな温室効果ガス削減目標として、2030 年度に 26％削減

（2013 基準年度（平成 25 年度）比）を目標値として設定し「パリ協定」の約束草案としました。

平成 28 年（2016 年）国内では、「パリ協定」の目標達成に向け、「地球温暖化対策計画」を策定

するとともに、「地球温暖化対策の推進に関する法律」の一部を改正しました。各自治体も国の目

標値達成に向けた対策が求められています。 
 

■図表 1-1-5 気候変動の緩和策・適応策の関係 

資料）全国地球温暖化防止活動推進センターHP 
（http://www.jccca.org/） 
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ても温暖化の影響が避けられない場合、

その影響に対して適応する「適応策」と

があります。国は平成 27 年 11 月に「気

候変動の影響への適応計画」を策定して

います。今後、農林水産業や自然生態系、

健康面等、気候変動によるあらゆる影響

が危惧されており、地方においても観

測・監視や予測を行い、地域に応じた対

策を講じていく必要があります。 
 
（３）世界及び国の動き 
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約国会議（COP）が毎年開催されています。 
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ての国が削減目標を設定し、5 年毎に提出・更新することが盛り込まれました。「パリ協定」は国
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■図表 1-1-5 気候変動の緩和策・適応策の関係 

資料）全国地球温暖化防止活動推進センターHP 
（http://www.jccca.org/） 
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■図表 1-1-6 地球温暖化対策に関する主なできごと 
年 内容 

平成 4 年（1992 年） 「気候変動枠組条約」の採択 

平成 9 年（1997 年） 「京都議定書」採択 

平成 10 年（1998 年） 「地球温暖化対策の推進に関する法律」（温対法）制定 

平成 17 年（2005 年） 「京都議定書」発効 

平成 27 年（2015 年） 「持続可能な開発目標（SDGs）」採択 

「気候変動の影響への適応計画」策定 

平成 28 年（2016 年） 「パリ協定」発効 

「地球温暖化対策計画」閣議決定 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」改正 

資料）環境省ホームページ 

 
（４）県の動き 

地球温暖化対策に関して、平成 12 年度（2000 年度）に「島根県地球温暖化対策推進計画」を

策定し、平成 17 年度（2005 年度）には改定版を策定しました。平成 18 年度（2006 年度）の「島

根県環境基本計画」の改定版では、重点施策として「『地球を守る』しまね地球温暖化防止プロジ

ェクト」を掲げています。当該施策をもとに、県民や事業者、行政が連携し、自主的かつ積極的

な取り組みを実践する組織として「島根県地球温暖化対策協議会」を設立しています。 
また平成 23 年度（2011 年度）に「第 2 期島根県環境基本計画」を策定しています。この計画

では「地球環境保全の積極的推進」を基本目標の一つとし、重点施策として「温室効果ガス削減

対策の見える化」を掲げています。 
現在は平成 23 年度（2011 年度）に策定した「島根県地球温暖化対策実行計画」をもとに、施

策の推進と進行管理を行っています。 
「島根県地球温暖化対策実行計画」では、2020 年度における中期目標を以下のとおり設定して

います。 
 

■図表 1-1-7 「島根県地球温暖化対策実行計画」の中期目標値 

 
資料）「島根県地球温暖化対策実行計画 概要版」 
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２）計画の位置づけ

（１）本計画の位置づけと諸計画との関連性 

本計画は、本市の最上位計画である「大田市総合計画」の環境に関する分野別計画である「大

田市環境基本計画」の下部計画として、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（温対法）に規定

する地方公共団体実行計画（区域施策編）となるものです。なお、地方公共団体実行計画（区域

施策編）は、地球温暖化対策計画に即して、その区域の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガ

スの排出抑制等を推進するための総合的な計画であり、計画期間に達成すべき目標を設定し、そ

の目標を達成するために実施する措置の内容を定めるとともに、温室効果ガスの排出抑制等を行

うための施策に関する事項として、再生可能エネルギーの導入、省エネルギーの促進、公共交通

機関の利用者の利便の増進、緑化推進、廃棄物等の発生抑制等循環型社会の形成等について定め

るものです｡ 
本計画の前計画として、平成 20 年 2 月に「大田市地域新エネルギービジョン」（以下、「新エネ

ルギービジョン」という。）を策定し、新エネルギー及び地球温暖化対策の取り組みを推進してき

ました。本計画では、気候変動への適応策等新たに対応すべき課題をふまえ策定するものです。 
 

 
■図表 1-2-1 計画の位置づけと諸計画との関連性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）計画の期間 

本計画の期間は、2019 年度から 2030 年度までの 12 年間とします。 
 
（３）計画の対象（対象とする温室効果ガス） 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」が対象としている温室効果ガスは図表 1-1-2 で示した

とおり 7 つの温室効果ガスとなります。そのうち、本計画で対象とする温室効果ガスは、排出量

の大半を占める二酸化炭素とします。 
 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

大田市総合計画 

大田市環境基本計画 
施策体系

１．快適環境「歴史と文化のかおるまち」

２．自然環境「人と自然が共生するまち」

３．生活環境「健康に暮らせるやすらぎのまち」

大田市地球温暖化対策実行計画 

大田市の関連行政計画 

４．循環型社会の構築「みんなで築く循環型のまち」

５．地球環境の保全「地球にやさしいまち」

６．環境保全活動「環境意識を育て、ともに行動するまち」

環境像

「歴史輝き 人と自然が共生するまち おおだ」
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２  大田市の特性
１）地理的特性

（１）位置・地勢

大田市は島根県のほぼ中央に位置し、総面積は 435.71 ㎢と県内自治体では 6 番目の広さです。

北部は北東から南西に延びる海岸線が約 46km に及び、東南部には標高 1,126m の国立公園三瓶

山など中国山地の山間傾斜地が連なる地形となっています。 
河川は、いずれも流路延長が短く山間地を縫うように走っており、この流域に耕地が開け、市

街地が形成されています。気候は、日本海型気候に属し、比較的温暖です。 
また、地質的には白山火山帯に属することから多くの温泉に恵まれています。 
 

■図表 2-1-1 大田市の位置 

 
単位：㎢ 

区分 総数 田 畑 宅地 山林 牧野 原野 雑種地 その他
面積
構成比  

資料：統計おおだ（平成 28 年（2016 年）1 月 1 日現在） 
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（２）気温

月別平均気温を昭和 56 年（1981 年）か

ら平成 22 年（2010 年）の平均値でみると

15.1℃となっています。月別でみると最も気

温が高い 8 月は 26.8℃で、最も気温が低い 1
月は 4.8℃となっています。気候は日本海型

気候に属し比較的温暖ですが、山間地域と平

坦地域ではかなりの気温差があります。 
年平均気温の推移を昭和 55 年（1980 年）

から平成 27 年（2015 年）でみると、年に

よってばらつきがあるものの上昇傾向にあ

ります。 
 

 
 
 

 
 
 
 
（３）風況

地上高 30m での年平均風速は海岸部や山間

部で 5.5～6m/s、山間部のうち三瓶山や大江高

山周辺では 6～6.5m/s のところもあります。

発電容量が 20kW 以上の風力発電は、一般的

に 5.5m/s 以上の平均風速が必要とされており、

上記の箇所はその要件を満たしています。 
 

 
 
 
 

 

昭和 昭和 平成 平成 平成 平成 平成 平成

℃

（年）

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

℃

平均 ℃

■図表 2-1-2 月別平均気温 

■図表 2-1-3 年平均気温の推移 

資料：気象庁ホームページ 昭和 56～平成 22 年の平均値 

資料：気象庁ホームページ 

大田市役所

三瓶山

大江高山

■図表 2-1-4 年平均風速 

資料：NEDO「局所風況マップ」をもとに加工 
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（４）降水量

降水量を昭和 56 年（1981 年）から平成

22 年（2010 年）の平均値でみると年間

1,738mm となっています。月別でみると

最も降水量が多い 7 月は 257.5mm で、最

も降水量が少ない 2月は 100.5mm となっ

ています。 
 

 
 

 

 
 
 
 
（５）日照時間

日照時間を昭和 56 年（1981 年）から平

成 22 年（2010 年）の平均値でみると年間

1,707 時間となっています。月別でみると

最も日照時間の長い 8 月で 214.0 時間、最

も日照時間の短い 1 月で 58.8 時間となっ

ています。 
 
 
 
 

２）社会的特性（人口・世帯数、産業構造、ごみ排出量等）

（１）人口・世帯

平成 27 年（2015 年）国勢調査によると、

大田市の人口は 35,166 人で世帯数は

13,613 世帯です。平成 27 年（2015 年）と、

その 25 年前となる平成 2 年（1990 年）と

を比較すると、人口は12,125人減少（25.6％
減）し、世帯数は 1,611 世帯減少（10.6％
減）しています。 

 
 
 
 

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

年間

■図表 2-1-5 月別平均降水量 

資料：気象庁ホームページ 昭和 56～平成 22 年の平均値 
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年間 時間

■図表 2-1-6 月別平均日照時間 

資料：気象庁ホームページ 昭和 56～平成 22 年の平均値 
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（ ）
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年

■図表 2-2-1 人口・世帯数の推移 

資料：国勢調査 
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（２）産業構造

産業分類別の就業者数をみると、平成

27 年度（2015 年度）では、第 1 次産業

が 1,678 人、第 2 次産業が 4,276 人、第

3 次産業が 10,657 人となっています。就

業者数の推移をみると、第 1 次産業と第 2
次産業は減少、第 3 次産業は増加傾向にあ

ります。 
産業分類別に生産額をみると平成 26

年度（2014 年度）では、第 1 次産業が

3,396 百万円（3.1％）、第 2 次産業が

25,782 百万円（23.5％）、第 3 次産業が

79,366 百万円（72.4％）であり、総生産

額は 108,545 百万円となっています。 
生産額の推移をみると、第 1 次産業と第 2 次産業は減少傾向であり、第 3 次産業は横ばいとな

っています。 
産業分類別の構成比を島根県と比較すると、第 1 次産業の構成比（大田市：3.1％、島根県：1.6％）

がやや高く、その分第 3 次産業の構成比（大田市：72.4％、島根県：74.0％）がやや低くなって

います。 
 

■図表 2-2-3 市内総生産額の推移 
単位：百万円 

平成22
（2010）

平成23
（2011）

平成24
（2012）

平成25
（2013）

平成26
（2014）

構成比
平成26

（2014）
構成比

農業
林業
漁業

鉱業
建設業
製造業

電気・ガス・水道
卸売・小売・飲食
金融・保険業
不動産業
運輸業
情報通信業
サービス業

第２次産業

第３次産業

総　　数

　　　　　　　　　年度

産業分類別

大田市 島根県

第１次産業

 
資料：島根県市町村民経済計算 

注）サービス業は、「サービス業」、「政府サービス生産者」、「対家計民間非営利サービス生産者」に分かれている

が、この表ではこれらをまとめて「サービス業」としている。

平成 平成 平成 平成 平成

人 第 次産業 第 次産業 第 次産業

年度

■図表 2-2-2 産業分類別 15 歳以上就業者数の推移 

資料：国勢調査 
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（３）ごみ排出量

ごみ排出量は 10,139t（平成 27 年度（2015 年度））で内訳は可燃ごみが 7,856t、不燃ごみが

1,006t、資源ごみが 1,277t となっています。ごみ排出量の推移をみると、可燃ごみは横ばい、不

燃ごみと資源ごみは減少傾向にあります。 
1 人 1 日ごみ排出量（平成 27 年度（2015 年度））は 753g/人日（県内市町村で 6 番目に少ない）

で、推移をみると減少傾向にあります。 
リサイクル率（平成 27 年度（2015 年度））は 16.3％（県内市町村で 15 番目に高い）で、推移

をみると横ばい傾向にあります。 
 

■図表 2-2-4 ごみ排出量等の推移 
ごみ排出量 １人 日ごみ排

出量（ 人日）

リサイクル率

％可燃ごみ 不燃ごみ 資源ごみ 計

平成 年度 年度

平成 年度 年度

平成 年度 年度

平成 年度 年度

平成 年度 年度

資料：島根県「一般廃棄物処理の現況」（資料編） 
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３）これまでの取り組み

本市では、本計画の前計画となる平成 20 年 2 月に策定した「新エネルギービジョン」や、上位

計画である「大田市環境基本計画」をもとに、地球温暖化対策に取り組んできました。 
平成 21 年 10 月には、地域住民や事業者、NPO、行政等が協働して地球温暖化対策に取り組む

ため、「大田市地球温暖化対策地域協議会」（以下、「温暖協」という。）を設置し、普及啓発等様々

な活動を実施しています。 
その他、小・中学校への太陽光パネルの設置等、再生可能エネルギーの導入、再エネ機器の導

入補助等を実施しています。 
 

（１）地球温暖化対策に関する普及啓発等

「温暖協」では以下の活動を実施しています。

① 体験学習会

大田市の森林資源を中心とした自然エネルギーの普及や持続可能な地域づくりを考えるイベン

ト「おおだ自然エネルギーパーク 2017」を、公益財団法人しまね自然と環境財団等とともに共催

しました。イベントでは、「防災」「学ぶ」「遊ぶ」「食べる」「交流」をキーワードに、災害時に役

立つダンボールトイレや担架の作り方のワークショップを行ったり、森林資源を中心とした自然

エネルギーの普及と促進をテーマに、丸太切り体験やエコクイズ、薪ストーブ・ペレットストー

ブなどの展示を行い、来場者数は約 430 名でした。（毎年開催予定）

②啓発用映像制作・放送

石見銀山テレビ放送に依頼し、「だらずうさぎ」と「くまさん」が、地球温暖化対策について考

える啓発用映像「だらずうさぎのエコ生活」を 6 本制作（グリーンカーテン編、地球温暖化と自

然災害編、夏の節電編、LED 編、冬の節電編、3010 運動編）し、随時放送しました。

③マイバック持参運動

大田市内の店舗におけるレジ袋有料化を平成 22 年度より実施しています。平成 28 年度末時点

で 9 事業所 15 店舗が協定を締結しており、うち 5 事業所から有料化したレジ袋代金の寄付を受

けました。なお、マイバック持参率は 83.2％（平成 29 年 3 月時点）であり、寄付金総額は 49,660
円となっています。

④緑のカーテン普及事業「緑のカーテンコンテスト」

夏の省エネルギー及びエコライフの推進を図るため、平成 26 年度より「緑のカーテンコンテス

ト」を実施しています。 

⑤啓発パンフレット作成

「大田市地球温暖化対策地域協議会だより」を年 2 回発行し、当協議会の活動内容や地球温暖

化対策に関する基礎知識などを広報するよう、市内全戸に配布しています。
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⑥うちエコ診断事業

各家庭のエネルギー使用状況を診断し、ライフスタイルに合わせた CO2排出量や光熱水費削減

を提案する「うちエコ診断事業」が環境省の委託事業として島根県地球温暖化防止活動推進セン

ター（しまねエコライフサポートセンター）において実施されました。「温暖協」では診断会場の

提供や事業の周知などの協力を行いました。 
 
⑦エコドライブの推進

11 月のエコドライブ月間に合わせ、県内一斉に街頭呼びかけを行っています。大田市では、イ

オン大田店前においてチラシ・シール等を配布しながら街頭 PR 活動を行っています。 
 
⑧ライトダウンキャンペーン

環境省が呼びかける全国一斉消灯運動「ライトダウンキャンペーン」に参加し、市ホームペー

ジやぎんざんテレビなどで周知を図っています。 
 
⑨フェイスブックによる情報発信

フェイスブックにて「温暖協」による活動内容や地球温暖化対策に関する情報発信をしていま

す。 
 
⑩地球温暖化防止に関する環境学習

ア.こどもエコライフチャレンジ 
温暖協会員の NPO 法人 緑と水の連絡会議が主催する、実践・振り返り型の地球温暖化防止学

習プログラムのモデル事業「こどもエコライフチャレンジ」に協力することにより、子どもの視

点からライフスタイルを見直し、省エネルギーをはじめとする「環境に配慮した生活（エコライ

フ）」を推進しています。 
 
イ.ミニエコ講座 

温暖協会員の島根県地球温暖化防止活動推進員（しまねエコライフサポーター）及び島根県地

球温暖化防止活動推進センター（しまねエコライフサポートセンター）が主体となり、地球温暖

化に関する環境学習として、保育園児を対象に紙芝居や絵本の読み聞かせを実施しています。 

（２）再生可能エネルギーの導入

①固定価格買取制度における再生可能エネルギー発電設備の導入状況 
大田市内における導入状況は太陽光発電設備（760 件、13,432kW）を中心として、市内で 762

件、13,685kW が導入されています。 

13 
 

■図表 固定価格買取制度における再生可能エネルギー発電設備の導入状況（大田市）

導入件数（件） 導入容量（kW） 
太陽光発電設備 760 13,432 
風力発電設備 1 3 
水力発電設備 1 250 
地熱発電設備 0 0 
バイオマス発電設備 0 0 

計 762 13,685 
資料） 経済産業省資源エネルギー庁 固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト

市町村別認定・導入量（平成 29 年 3 月末時点） 
 
②主な再生可能エネルギー導入施設

大田市内における主な再生可能エネルギー導入施設は以下のとおりです。 
 

■図表 2-3-2 主な再生可能エネルギー導入施設（大田市） 
種別 導入施設名 備考 

太陽光発電 大田第一中学校、久手小学校 平成 22 年 11 月、平成 24 年 3 月導入 
 
木質バイオマスボ

イラー 

島根県立三瓶自然館「サヒメル」 空調用ペレットボイラー 
平成 21 年 7 月導入 

グループホーム七色館 給湯・暖房用チップボイラー 
平成 15 年 12 月導入 

 
ペレットストーブ 
 

道の駅「ロード銀山」 平成 26 年 3 月導入 
西の原レストハウス 平成 27 年 3 月導入 
温泉津ふれあい館 平成 27 年 8 月導入 

 
（３）補助事業

本市では地球温暖化防止対策に貢献するため、以下の補助事業を実施しています。 
 

■図表 2-3-3 大田市の補助事業 
事業名 項目 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

太陽光発電導入促進事業 件数 29 件 24 件 10 件 9 件 
補助額 6,262 千円 3,278 千円 397 千円 357 千円 

蓄電池システム導入促進事

業

件数 － － － 1 件 
補助額 － － － 100 千円 

家庭用燃料電池

（エネファーム）導入促進事

業 

件数 4 件 10 件 4 件 5 件 
補助額 378 千円 569 千円 259 千円 463 千円 

太陽熱利用システム導入促

進事業 
件数 － 3 件 5 件 6 件 

補助額 － 854 千円 1,487 千円 1,752 千円 
木質燃料活用機器導入促進

事業 
件数 － 6 件 7 件 3 件 

補助額 － 749 千円 924 千円 399 千円 
木のある暮らし普及啓発事

業 
件数 － 1 件 1 件 2 件 

補助額 － 100 千円 100 千円 200 千円 
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⑥うちエコ診断事業
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３  排出量の現状

１）使用データ

環境省が「地方公共団体実行計画 策定・実施支援サイト」にて公表している、市町村別 CO2

排出量を使用しました。なお、算定方法は以下のとおり、環境省「地方公共団体実行計画（区域

施策編）策定・実施マニュアル 算定手法編」（平成 29 年 3 月）の算定方法に準拠しています。 

大田市 CO2排出量＝ 
島根県部門別 CO2排出量（※1）×大田市活動量（※2）÷島根県活動量（※2） 
※1 資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」の都道府県別部門別 CO2排出量より 
※2 活動量は部門・分野により人口、世帯数、製造品出荷額、従業者数を設定 

各部門・分野の算定方法は資料編に記載 
 
２） 排出量の推移

（１）CO2排出量 

本市の平成26年度（2014年度）のCO2

排出量は、約325千t-CO2であり、基準年度

である平成25年度（2013年度）と比べ、

約2.1％減少しています。 
部門別にみると、「産業部門」は約 3.2％

減少、「業務その他部門」は約 4.2％減少、

「家庭部門」は 1.2％増加、運輸部門は

2.5％減少しています。 
 

 
 

■図表 3-2-2 CO2排出量の推移 
単位：千 t-CO2 

年度

部門

平成

（ ）

平成

（ ）

基準年度

平成

（ ） 基準年度比

産業部門

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

運輸部門

自動車（旅客）

自動車（貨物）

鉄道

船舶

合計

■図表 3-2-1  CO2排出量の推移 
 

平成 （ ） 平成 （ ）

基準年度

平成 （ ）

（千 ）

産業部門

％

業務その他部門

％

家庭部門

％

運輸部門

％

（年度）

15 
 

（２）部門別 CO2排出量 

 
① 産業部門

産業部門における平成 26 年度（2014
年度）の CO2排出量は、約 92 千 t-CO2

です。基準年度である平成 25 年度

（2013 年度）よりも減少しています。

業種別にみると、「製造業」が最も多く

約 87.0％と大半を占めています。 
 
 
 
 
 
② 業務その他部門

業務その他部門では、事務所・ビル、

商業・サービス業施設等が該当します。

業務その他部門における平成 26 年度

（2014 年度）の CO2排出量は、約 68
千 t-CO2です。基準年度である平成 25
年度（2013 年度）よりも減少していま

す。 
 
 
 
 
 
 
③ 家庭部門

家庭部門における平成 26 年度（2014
年度）の CO2排出量は、約 86 千 t-CO2

です。平成 24 年度（2012 年度）より

も減少していますが、基準年度である

平成 25 年度（2013 年度）よりも若干

増加しています。 
 

 
 
 

■図表 3-2-3 産業部門の CO2排出量の推移 

平成 （ ） 平成 （ ）

基準年度

平成 （ ）

（千 ）

製造業

％

建設業・鉱業

％

農林水産業

％

（年度）

■図表 3-2-4 業務その他部門の CO2排出量の推移 

平成 （ ） 平成 （ ）

基準年度

平成 （ ）

（千 ）

（年度）

■図表 3-2-5 家庭部門の CO2排出量の推移 

平成 （ ） 平成 （ ）

基準年度

平成 （ ）

（千 ）

（年度）
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■図表 3-2-3 産業部門の CO2排出量の推移 
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■図表 3-2-4 業務その他部門の CO2排出量の推移 
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■図表 3-2-5 家庭部門の CO2排出量の推移 
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④ 運輸部門

運輸部門における平成 26 年度（2014
年度）の CO2 排出量は、約 79 千 t-CO2

です。基準年度である平成 25 年度（2013
年度）から若干減少しています。用途別

にみると、「自動車（貨物）」が最も多く

約 48.1％、次いで「自動車（旅客）」が

46.8％と続き、これらが大半を占めてい

ます。 
 
 
 

■図表 3-2-6 運輸部門の CO2排出量の推移 

平成 （ ） 平成 （ ）

基準年度

平成 （ ）

（千 ）

自動車（旅客）

％

自動車（貨物）

％

鉄道

％

船舶

％

（年度）

17 
 

 
４  排出量の将来推計と削減目標

 
１）現状趨勢ケース

現状趨勢ケースとは、現状以上の CO2 削減対策は行わず、人口や世帯数、産業、従業員等の

CO2排出量に関わる「活動量」のみが変化すると仮定したケースです。 
全体でみると、基準年度（2013 年度）の CO2排出量 332 千 t-CO2に対して、中期目標年度（2030

年度）では 300 千 t-CO2となり、10％の減、長期目標年度（2050 年度）では 284 千 t-CO2とな

り、14％の削減となる見込みです。 
部門別にみると、今後も人口が減少していくことが想定されるため、家庭部門や運輸部門での

減少幅が特に著しいです。 
 

■図表 4-1-1  部門別 CO2排出量 
単位：千 t-CO2 

年度

部門

基準年度

平成

（ ）

中期目標年度 長期目標年度

排出量 基準年度比 排出量 基準年度比

産業部門

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

運輸部門

自動車（旅客）

自動車（貨物）

鉄道

船舶

合計

 
２）対策実施ケース

対策実施ケースとは、現状趨勢ケースを基本とし、部門別に CO2 削減対策を実施した場合の

CO2削減量を推計し、現状趨勢ケースから削減見込量を除したものが対策実施ケースです。 
 

（１）削減見込量

削減見込量は以下のようになります。各部門において、省エネ行動や省エネ設備、トップラン

ナー機器※の買換え、再生可能エネルギーの導入等や、売電目的の再生可能エネルギーの導入を実

施することで、さらに中期目標年度（2030 年度）では 58 千 t-CO2、長期目標年度（2050 年度）

では 152 千 t-CO2の削減見込となります。 
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④ 運輸部門
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■図表 3-2-6 運輸部門の CO2排出量の推移 
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■図表 4-1-1  部門別 CO2排出量 
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対策実施ケースとは、現状趨勢ケースを基本とし、部門別に CO2 削減対策を実施した場合の

CO2削減量を推計し、現状趨勢ケースから削減見込量を除したものが対策実施ケースです。 
 

（１）削減見込量

削減見込量は以下のようになります。各部門において、省エネ行動や省エネ設備、トップラン

ナー機器※の買換え、再生可能エネルギーの導入等や、売電目的の再生可能エネルギーの導入を実

施することで、さらに中期目標年度（2030 年度）では 58 千 t-CO2、長期目標年度（2050 年度）

では 152 千 t-CO2の削減見込となります。 
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■図表 4-2-1 削減見込量 
単位：t-CO2 
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（２）対策実施ケースの 排出量

目標年の現状趨勢ケースから、目標年の削減見込量を差引いた対策実施ケースでの排出量は以

下のようになります。基準年度（2013 年度）の CO2排出量 332 千 t-CO2に対し、中期目標年度

（2030 年度）では 242 千 t-CO2となり 27％の減、長期目標年度（2050 年度）では 132 千 t-CO2

となり 60％の減となります。 
なお、森林は成長する過程で CO2を吸収しています。島根県公表データ「森林資源構成表」を

もとに大田市内における CO2吸収量を推計した結果、約 465 千 t-CO2（平成 24 年度（2012 年度）

～平成 28 年度（2016 年度）のデータから推計）となりました（計算方法は資料編に記載）。森林

整備等により、CO2 吸収量は増加することが想定されるため、今後も森林整備等推進していく必

要がありますが、対策実施ケースには森林吸収量は加味していません。理由として、長期的な森

林整備の計画が不透明であり森林吸収量の将来推計が困難であることや、大田市に占める CO2排

出量に対して森林吸収量が大きく、以下に挙げる各部門での対策効果の影響が小さくみえてしま

うためです。 
 

■図表 4-2-2 対策実施ケースの CO2排出量 
単位：千 t-CO2 
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（年度） 
 
 
（３）削減目標

CO2排出量の将来推計をふまえ、2013 年度（基準年度）比で 2030 年度に 27％、2050 年度に

80％削減することを目標とします。なお、長期目標年度における対策実施ケースでの CO2排出量

の推計結果は基準年度比 60％削減となっています。これは現在の技術や取り組み内容によるもの

で、今後の技術の開発※・普及などによる更なる CO2削減を見込みつつ、大田市における CO2削

減対策を積極的に行うことをめざし、国が掲げる削減目標と同じく 80％削減を目指します。 
 

■図表 4-2-3 削減目標 
 

年度 
目標 

基準年度 
平成 25（2013） 

中期目標年度 
（2030） 

長期目標年度 
（2050） 

 
削減目標 

 

 
－ 

 
27％削減 

 
80％削減 

 
CO2排出量 

 

 
332 千 t-CO2 

 
242 千 t-CO2 

 
66 千 t-CO2 
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５  地球温暖化防止のための取り組み
１）めざす環境像

平成 20 年度に策定した本計画の第 1 次計画にあたる「大田市地域新エネルギービジョン」では、

「人と自然との共生による新エネルギーの創造都市 おおだ」を将来像として新エネルギーの導

入促進を推進してきました。本計画は、現在の世界をとりまく情勢をふまえ、既に顕在化しつつ

ある地球温暖化に適応していく取り組みを加え、大田市における地球温暖化対策を推進していく

ための新たな計画となっています。 
平成 25 年度に策定した「大田市環境基本計画」では、めざす環境像として「歴史輝き 人と自

然が共生するまち おおだ」を掲げ、6 つの基本目標を推進しています。このうち、本計画に関

連する基本目標は「循環型社会の構築」「地球環境の保全」「環境保全活動」が主に該当します。 
本計画では、「大田市環境基本計画」との整合をとりながら、環境像「一人ひとりが地球の未来

を思いやり行動するまち」をめざします。 
◎大田市環境基本計画がめざす環境像 

 

 
◎本計画がめざす環境像 

 

【めざす環境像】 

一人ひとりが 地球の未来を思いやり 行動するまち 
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２）基本方針

■緩和策

（１）低炭素社会の推進

大田市が排出する温室効果ガスの大半は CO2です。そのため、CO2排出量を減らすためには低

炭素社会を推進していくことが必要です。具体的には、節電やエコドライブ等の省エネ行動、熱

効率の良い省エネ住宅等の新築・改築、LED 照明や高効率エアコン等の省エネ機器の導入、ハイ

ブリッド車や電気自動車等の次世代自動車の導入、太陽光発電やバイオマスといった再生可能エ

ネルギーの導入等により、低炭素社会を推進します。 
 
（２）循環型社会の推進

ごみを減らし、使えるものは再使用する。さらに、資源として活用できるものはリサイクルす

る。このように、3R を意識し実践することで、地球温暖化対策につながります。具体的には、ご

みの減量化に向けた普及啓発や生ごみのたい肥化、「エコマーク」や「グリーンマーク」認定商品

の購入推進等により、循環型社会を推進します。 
 
（３）情報提供・環境教育の推進

地球温暖化対策を進めるためには、市民一人ひとりが地球温暖化について知り、それぞれの生

活スタイルにおいて何を実践すれば効果的なのかを知ることが重要です。そのため、地球温暖化

対策のための国民運動「COOL CHOICE」を活用するなどして情報提供に努めていきます。 
また、しまね環境アドバイザーや島根県地球温暖化防止活動推進員と連携しながら、子どもも

大人も学び実践することができる環境教育の場を提供します。 
 
■適応策

（４）気候変動の影響への適応

地球温暖化によるものと考えられる気候変動により、これまで経験のない集中豪雨や土砂災害

等が顕在化するようになりました。同時に、健康や防災、産業、生態系等にも影響が現れ始めて

います。地球温暖化を抑制するためには、（１）～（３）に挙げるような『緩和策』が必要です。

しかし、最大限『緩和策』を実行したとしても、今以上の被害が生じることは避けられません。

これからの気候変動による影響に備える対策が以下に挙げる『適応策』です。 
『適応策』については、国が策定した「気候変動適応計画」（平成 30 年 11 月 27 日閣議決定）

をふまえ、適切な対処と市民等への情報提供に努めます。 
 

23 
 

 

３）施策体系

 
基本方針 推進する施策 

１． 低炭素社会の推進 ⚫ 省エネ行動 
  ⚫ 省エネルギー型住宅等の新築・改築 
  ⚫ 省エネ機器の導入 
  ⚫ 再生可能エネルギーの導入 
  ⚫ 環境マネジメントシステムの普及促進 
  ⚫ 森林づくりの推進 
２． 循環型社会の推進 ⚫ 3R の普及促進とごみの減量化 
  ⚫ 適性処理の推進 
３． 情報提供・環境教育の推進 ⚫ 情報提供 
  ⚫ 環境教育 
  ⚫ 活動推進組織・ネットワークづくり 
４． 気候変動の影響への適応 ⚫ 健康分野での対策 
  ⚫ 農林水産業での対策 
  ⚫ 自然災害での対策 
  ⚫ 自然生態系での対策 
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１． 低炭素社会の推進 ⚫ 省エネ行動 
  ⚫ 省エネルギー型住宅等の新築・改築 
  ⚫ 省エネ機器の導入 
  ⚫ 再生可能エネルギーの導入 
  ⚫ 環境マネジメントシステムの普及促進 
  ⚫ 森林づくりの推進 
２． 循環型社会の推進 ⚫ 3R の普及促進とごみの減量化 
  ⚫ 適性処理の推進 
３． 情報提供・環境教育の推進 ⚫ 情報提供 
  ⚫ 環境教育 
  ⚫ 活動推進組織・ネットワークづくり 
４． 気候変動の影響への適応 ⚫ 健康分野での対策 
  ⚫ 農林水産業での対策 
  ⚫ 自然災害での対策 
  ⚫ 自然生態系での対策 
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４）具体的な施策

（１）低炭素社会の推進

① 省エネ行動

市民一人ひとりのちょっとした省エネ行動の積み重ねが大きな CO2削減につながります。国で

は地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE」を展開しています。ここでは、生活スタ

イルに合わせた“賢い選択”をするための情報が提供されています。本市においても、この運動

に賛同し、普及啓発につとめます。その他、大田市産材や大田市産農産物を地元で消費する「地

産地消」は輸送にかかるエネルギーやコストが削減できるだけでなく、大田市の増収につながる

点でも重要です。市民や事業者とともにこれらの取り組みを推進していきます。 

【取り組み】 
 地球温暖化のための国民運動「COOL CHOICE」の推進 
 アイドリングストップなどのエコドライブ運動の推進 
 グリーンカーテンやライトダウンキャンペーンの取り組みの推進 
 マイカー通勤自粛の呼びかけ、公共交通機関の利用促進、ノーマイカーデーの継続・拡充 
 地産地消（公共事業や公共施設に大田市産木材を活用、大田市産農産物の学校給食への活用等） 

 
② 省エネルギー型住宅等の新築・改築

省エネルギー型住宅等では断熱材の改良やペアガラスの使用等により、旧来の住宅・ビルに比

べ断熱性や気密性に優れています。また、太陽光発電や高効率給湯器等を組み合わせて光熱費を

削減したり、「ビルエネルギーマネジメントシステム」（BEMS）や「ホームエネルギーマネジメ

ントシステム」（HEMS）、「省エネナビ」等を導入して見える化し、効率的な電気使用量が削減で

きます。そのため、これらの導入を推進していきます。 

【取り組み】

 「ビルエネルギーマネジメントシステム」（BEMS）や「ホームエネルギーマネジメントシス

テム」（HEMS）、「省エネナビ」の導入促進 
 建築工事の際は、省エネルギー型の設計に配慮 
 住宅の新築やリフォームの際は、省エネルギー型の設計に配慮するとともに大田市産材の利

用に努める 
 
③省エネ機器の導入

省エネ機器を導入することで、エネルギー使用量の削減とともに、CO2 排出量の削減にもつな

がります。家庭で使用する電気の約 70％がエアコンやテレビ、照明器具、冷蔵庫と言われており、

これらの家電は年々省エネ性能がアップしています。また、自動車においても、ハイブリッド車

等のエコカーの燃費性能が向上しています。さらに、事業所や住宅等の新築やリフォームの際、

高気密・高断熱型の設計をすることで、光熱費の削減にもつながります。これらの導入を推進し、

CO2排出量の削減につなげます。 
市が設置している防犯灯や学校施設、市庁舎等の照明を順次 LED に切り替えています。引き続

き、LED の切り替えを推進していきます。 
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【取り組み】 
 防犯灯や学校施設、市庁舎等の公共施設への LED 照明の導入推進 
 ハイブリッド車や電気自動車等の次世代自動車の導入促進 
 省エネ家電の普及促進 

 
④再生可能エネルギーの導入

太陽光や風力、水力、地熱、バイオマスといった再生可能エネルギーは繰り返し使用でき、CO2

排出の少ないエネルギーです。地球温暖化に起因する CO2排出は化石燃料の使用が主な要因であ

るため、化石燃料から再生可能エネルギーに転換することは大きな効果があります。 
そこで、地域特性に適した再生可能エネルギーの導入を検討し、導入促進につなげます。 

【取り組み】

◆再生可能エネルギー全般

 太陽光、バイオマスなど地域特性に適した再生可能エネルギーの導入促進 
 新エネルギー導入プロジェクト（木質バイオ、風力発電、太陽エネルギー活用推進、畜産バ

イオエネルギー活用、みんなでつくる BDF プロジェクト） 

◆太陽光・太陽熱

 太陽光発電について、個人や事業所への設置推進の支援、公共施設での導入推進 
 新市立病院の建設について、省エネルギー機器の導入や再生可能エネルギーの利用などを検

討し、環境に配慮した設計を実施 
 耕作放棄地等を活用したソーラーシェアリングの検討 
 太陽熱エネルギーの導入促進 

◆風力

 風力発電の導入可能性の検討 

◆水力

 マイクロ水力発電の導入可能性の検討

◆バイオマス

 市内各施設への木質バイオマスボイラーの導入検討 
 
⑤環境マネジメントシステムの普及促進

家庭に向けては「エコライフチャレンジしまね」によるエネルギー使用量の見える化、エネル

ギー使用量の実態を診断してもらう「うちエコ診断」等の普及促進、事業所に向けては、「省エネ

ルギー診断」の普及促進を図ります。 

【取り組み】 
 「エコライフチャレンジしまね」の普及促進 
 うちエコ診断事業 
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４）具体的な施策

（１）低炭素社会の推進

① 省エネ行動

市民一人ひとりのちょっとした省エネ行動の積み重ねが大きな CO2削減につながります。国で

は地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE」を展開しています。ここでは、生活スタ

イルに合わせた“賢い選択”をするための情報が提供されています。本市においても、この運動

に賛同し、普及啓発につとめます。その他、大田市産材や大田市産農産物を地元で消費する「地

産地消」は輸送にかかるエネルギーやコストが削減できるだけでなく、大田市の増収につながる

点でも重要です。市民や事業者とともにこれらの取り組みを推進していきます。 

【取り組み】 
 地球温暖化のための国民運動「COOL CHOICE」の推進 
 アイドリングストップなどのエコドライブ運動の推進 
 グリーンカーテンやライトダウンキャンペーンの取り組みの推進 
 マイカー通勤自粛の呼びかけ、公共交通機関の利用促進、ノーマイカーデーの継続・拡充 
 地産地消（公共事業や公共施設に大田市産木材を活用、大田市産農産物の学校給食への活用等） 

 
② 省エネルギー型住宅等の新築・改築

省エネルギー型住宅等では断熱材の改良やペアガラスの使用等により、旧来の住宅・ビルに比

べ断熱性や気密性に優れています。また、太陽光発電や高効率給湯器等を組み合わせて光熱費を

削減したり、「ビルエネルギーマネジメントシステム」（BEMS）や「ホームエネルギーマネジメ

ントシステム」（HEMS）、「省エネナビ」等を導入して見える化し、効率的な電気使用量が削減で

きます。そのため、これらの導入を推進していきます。 

【取り組み】

 「ビルエネルギーマネジメントシステム」（BEMS）や「ホームエネルギーマネジメントシス

テム」（HEMS）、「省エネナビ」の導入促進 
 建築工事の際は、省エネルギー型の設計に配慮 
 住宅の新築やリフォームの際は、省エネルギー型の設計に配慮するとともに大田市産材の利

用に努める 
 
③省エネ機器の導入

省エネ機器を導入することで、エネルギー使用量の削減とともに、CO2 排出量の削減にもつな

がります。家庭で使用する電気の約 70％がエアコンやテレビ、照明器具、冷蔵庫と言われており、

これらの家電は年々省エネ性能がアップしています。また、自動車においても、ハイブリッド車

等のエコカーの燃費性能が向上しています。さらに、事業所や住宅等の新築やリフォームの際、

高気密・高断熱型の設計をすることで、光熱費の削減にもつながります。これらの導入を推進し、

CO2排出量の削減につなげます。 
市が設置している防犯灯や学校施設、市庁舎等の照明を順次 LED に切り替えています。引き続

き、LED の切り替えを推進していきます。 
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【取り組み】 
 防犯灯や学校施設、市庁舎等の公共施設への LED 照明の導入推進 
 ハイブリッド車や電気自動車等の次世代自動車の導入促進 
 省エネ家電の普及促進 

 
④再生可能エネルギーの導入

太陽光や風力、水力、地熱、バイオマスといった再生可能エネルギーは繰り返し使用でき、CO2

排出の少ないエネルギーです。地球温暖化に起因する CO2排出は化石燃料の使用が主な要因であ

るため、化石燃料から再生可能エネルギーに転換することは大きな効果があります。 
そこで、地域特性に適した再生可能エネルギーの導入を検討し、導入促進につなげます。 

【取り組み】

◆再生可能エネルギー全般

 太陽光、バイオマスなど地域特性に適した再生可能エネルギーの導入促進 
 新エネルギー導入プロジェクト（木質バイオ、風力発電、太陽エネルギー活用推進、畜産バ

イオエネルギー活用、みんなでつくる BDF プロジェクト） 

◆太陽光・太陽熱

 太陽光発電について、個人や事業所への設置推進の支援、公共施設での導入推進 
 新市立病院の建設について、省エネルギー機器の導入や再生可能エネルギーの利用などを検

討し、環境に配慮した設計を実施 
 耕作放棄地等を活用したソーラーシェアリングの検討 
 太陽熱エネルギーの導入促進 

◆風力

 風力発電の導入可能性の検討 

◆水力

 マイクロ水力発電の導入可能性の検討

◆バイオマス

 市内各施設への木質バイオマスボイラーの導入検討 
 
⑤環境マネジメントシステムの普及促進

家庭に向けては「エコライフチャレンジしまね」によるエネルギー使用量の見える化、エネル

ギー使用量の実態を診断してもらう「うちエコ診断」等の普及促進、事業所に向けては、「省エネ

ルギー診断」の普及促進を図ります。 

【取り組み】 
 「エコライフチャレンジしまね」の普及促進 
 うちエコ診断事業 
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 省エネルギー診断の普及促進 
 
⑥森林づくりの推進

森林は CO2を吸収しながら成長します。間伐や保育等森林を適正に管理し、木材を活用してい

くことで、森林の成長から活用までの循環が促進され森林全体の CO2吸収量が増加すると言われ

ています。 

【取り組み】 
 森林の多面的機能を保持した、適正な保育施業等の推進 
 林業・木材産業の活性化を図るための循環型林業の実現 

 
（２）循環型社会の推進

① の普及促進とごみの減量化

3R とは Reduce（リデュース：減らす）、Reuse（リユース：再使用）、Recycle（リサイクル：

再利用）の 3 つのＲの略称で、この順番を意識して行動することが重要です。まず、ごみの減量

化等 3R に資する取り組みを推進していきます。 

【取り組み】 
 市民のごみ減量化に対する意識の高揚を図るための啓発 
 販売店などにおけるレジ袋有料化（マイバック運動）、民間の資源回収システムの利用促進な

ど、減量化、再資源化の啓発・促進 
 ごみ減量化とリサイクル促進に向けた「大田市生活環境問題連絡協議会」の活用と、各自治

会への廃棄物減量等推進員の継続設置 
 分別収集ステーション等の新築・修繕等に対する補助の継続 
 生ごみたい肥化装置などに対する補助の継続及び、生ごみ減量化についての調査検討 
 事業系一般廃棄物の調査等を行い、関係団体と連携したごみ減量化、リサイクルの推進 
 プラスチック製容器包装の分別排出の徹底 
 小型家電・蛍光管等のリサイクルの検討 
 エコマーク、グリーンマーク認定商品の購入推進 
 「しまエコショップ」の市民への周知、利用促進 
 市において、「大田市グリーン購入調達方針」を策定し全庁舎的に取り組む 
 「もったいない」を合言葉に、3R（リデュース、リユース、リサイクル）に取り組む 
 環境に配慮した商品の開発・販売、サービスの提供などを積極的に進める 

 
②適正処理の推進

私たちが生活し、経済活動を行う中で必ずごみが発生します。ごみの処理には運搬や焼却等エ

ネルギーを使用します。また、不法投棄等は、安全・安心に暮らすためにも監視・防止に努める

必要があります。適正処理のために必要な対策や普及啓発等推進していきます。 

【取り組み】 
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 可燃粗大ごみの収集、処理対応の検討 
 不法投棄の監視活動強化と、防止に対する啓発 
 次期可燃ごみ処理システムの構築 
 「大田市環境にやさしい農業推進協議会」の取り組みなどと連携した、農業用廃プラスチッ

クの適正処理、リサイクルの推進 
 
 
（３）情報提供・環境教育の推進

① 情報提供

地球温暖化対策の現状や環境負荷の少ないライフスタイル等について、「広報おおだ」や市ホー

ムページ、フェイスブック、ぎんざんテレビ、啓発パンフレット等を活用して情報発信をしてい

きます。また、環境に配慮した商品の開発や販売、サービスの提供等を推進していきます。 

【取り組み】 
 地球温暖化問題の現状や、環境負荷の少ないライフスタイルの情報発信 
 ホームページ、フェイスブック、ぎんざんテレビなどの活用により啓発を図る 
 啓発パンフレットの作成 

 
② 環境教育

各公民館において、環境学習の取り組みや小学校におけるごみ処理施設の社会科見学、社会科

副読本を活用した環境学習の充実等を実施しています。これらの活動を継続して実施するととも

に、子どもだけでなく大人に向けた環境教育（特に地球温暖化対策）についても推進していきま

す。 

【取り組み】 
 生涯学習の一環で、市民が環境について学習できるよう、公民館活動等の活用を図る 
 小中学校の環境教育の充実、幼児期からの環境教育への体制づくり 
 小学校で大田市社会科副読本を活用した環境教育の充実、ごみ処理施設の環境教育・環境学

習の実践の場としての活用 
 「大田市食育推進計画」の推進にあたって、食に関する学習を通し「もったいない」という

心や、環境に配慮する気持ちを育む 
 大田市地球温暖化対策講演会の開催 
 こどもエコライフチャレンジの推進 
 再エネ教室の推進 
 環境家計簿や省エネルギー診断等の取り組みの普及促進 
 地域の環境保全活動や環境学習の実施に協力し、環境研修への参加などにより職場内でのリ

ーダーの育成を図る 
 しまね環境アドバイザーや島根県地球温暖化防止活動推進員と連携した環境教育の推進 

 
③ 活動推進組織・ネットワークづくり
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 省エネルギー診断の普及促進 
 
⑥森林づくりの推進

森林は CO2を吸収しながら成長します。間伐や保育等森林を適正に管理し、木材を活用してい

くことで、森林の成長から活用までの循環が促進され森林全体の CO2吸収量が増加すると言われ

ています。 

【取り組み】 
 森林の多面的機能を保持した、適正な保育施業等の推進 
 林業・木材産業の活性化を図るための循環型林業の実現 

 
（２）循環型社会の推進
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②適正処理の推進
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 可燃粗大ごみの収集、処理対応の検討 
 不法投棄の監視活動強化と、防止に対する啓発 
 次期可燃ごみ処理システムの構築 
 「大田市環境にやさしい農業推進協議会」の取り組みなどと連携した、農業用廃プラスチッ
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きます。また、環境に配慮した商品の開発や販売、サービスの提供等を推進していきます。 
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 ホームページ、フェイスブック、ぎんざんテレビなどの活用により啓発を図る 
 啓発パンフレットの作成 

 
② 環境教育

各公民館において、環境学習の取り組みや小学校におけるごみ処理施設の社会科見学、社会科

副読本を活用した環境学習の充実等を実施しています。これらの活動を継続して実施するととも

に、子どもだけでなく大人に向けた環境教育（特に地球温暖化対策）についても推進していきま

す。 

【取り組み】 
 生涯学習の一環で、市民が環境について学習できるよう、公民館活動等の活用を図る 
 小中学校の環境教育の充実、幼児期からの環境教育への体制づくり 
 小学校で大田市社会科副読本を活用した環境教育の充実、ごみ処理施設の環境教育・環境学

習の実践の場としての活用 
 「大田市食育推進計画」の推進にあたって、食に関する学習を通し「もったいない」という

心や、環境に配慮する気持ちを育む 
 大田市地球温暖化対策講演会の開催 
 こどもエコライフチャレンジの推進 
 再エネ教室の推進 
 環境家計簿や省エネルギー診断等の取り組みの普及促進 
 地域の環境保全活動や環境学習の実施に協力し、環境研修への参加などにより職場内でのリ

ーダーの育成を図る 
 しまね環境アドバイザーや島根県地球温暖化防止活動推進員と連携した環境教育の推進 

 
③ 活動推進組織・ネットワークづくり
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地球温暖化対策を実行していくためには、一人ひとりの行動が大切ですが、活動組織やネット

ワークづくりも重要です。市民や事業者、行政が一体となり地球温暖化対策を実行できるよう努

めます。 

【取り組み】 
 市民・事業者・行政が一体となった取り組みの推進 

〇「おおだ自然エネルギーパーク」の開催（おおだ自然エネルギーパーク実行委員会） 
〇「薪ストーブ及び薪割り体験及び研修会」の開催（ファイヤーウッドクラブ実行委員会） 
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（４）気候変動の影響への適応

①健康分野での対策

熱中症においては、気候変動による影響だけが要因であるとは言えませんが、全国で熱中症に

よる搬送者数が増加傾向にあります。そのため、気象情報の情報提供や予防・対処法の普及啓発

に努めます。 
 
【取り組み】

 日常生活における熱中症予防・対処法の普及啓発 
 
②農林水産業での対策

干ばつや台風等大雨により農林水産物への影響が懸念されます。そのため、農産物や林産・水

産物被害への対策に努めます。また、農作物は気候変動の影響を受けやすく、生育障害や品質低

下などが懸念されます。そのため、生育障害や品質低下の影響を受けにくい適合品種の情報提供

に努めます。 
 
【取り組み】

 干ばつや台風等大雨による農作物の生育被害への対策 
 農作物の適合品種の情報提供 
 台風等大雨による林産・水産物被害への対策 

 
③自然災害での対策

気候変動による影響として、甚大な豪雨・洪水の被害、土砂災害が顕在化しています。そのた

め、ハザードマップの情報を提供するとともに、指定緊急避難場所や指定避難所の周知に努めま

す。また、洪水の予報・警報や水位等の情報提供や河川等の改修による治水対策により、被害の

低減に努めます。 
 
【取り組み】

 指定緊急避難場所・指定避難所の周知 
 ハザードマップの情報提供 
 洪水の予報・警報や水位等の情報提供 
 河川等の改修による治水対策 
 自主防災組織の育成 

 
④自然生態系での対策

気候変動による影響により、野生生物等自然生態系の変化が懸念されます。そのため、保護の

必要性のある野生生物の保護対策に努めます。また、セアカゴケグモやヒアリ、アルゼンチンア

リ等の外来生物に対し、県自然環境課や県央保健所と協力し、市民への情報提供をするとともに、

市内において外来生物が発見された場合には、その生息域の拡大を防ぎます。 
 
【取り組み】

 野生生物の保護対策 
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 外来生物への対応 
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６  計画の推進
１）推進体制

本計画を円滑に推進していくために、市民、事業者と一体となり取り組みを推進していきます。 
具体的には、主な推進主体として「大田市地球温暖化対策地域協議会」があります。ここでは、

市民や住民団体、様々な業種の事業者等が参加しており、実施すべき取り組み内容を検討してい

くこととします。 
 

■図表 6-1-1 推進体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２）進行管理の方法

本計画によって推進するさまざまな取り組みを着実に推進していくため、Plan（計画）、Do（実

行）、Check（評価）、Action（見直し）の PDCA サイクルを基本とした進行管理を行います。な

お、進捗状況については、「大田市環境基本計画年次報告書」や市ホームページ等により公表しま

す。 
 

■図表 6-2-1 進行管理の方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大田市地球温暖化対策地域協議会 
・会員数：27（平成 30 年 4 月現在） 
・構成 ：住民団体、事業者、市民代表、 

事務局（大田市環境政策課） 

大田市環境基本計画 

大田市地球温暖化対策実行計画 

大田市環境審議会 

報告 評価・意見 

Plan （計画） 

Do   （実行） 

Check（評価） 

Action（見直し） 

大田市地球温暖化対策実行計画 

大田市地球温暖化対策地域協議会 

大田市環境審議会 

大田市環境政策課 

計画期間満了時に 
見直し 

毎年「大田市環境基本計画年次報告書」
等により報告・見直し 
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資料編

１．部門別 排出量（現状）の算出データ

環境省が「地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト」にて、「地方公共団体実行計画（区域

施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」に基づき算出した全市区町村の部門別 CO2 排出

量の現況推計値を公表しています。大田市における部門別CO2排出量は公表数値を使用しました。 
 

２．現状趨勢ケースの算出方法

現状趨勢ケースの算出方法は以下のとおりです。 
現状趨勢ケースにおける目標年度の CO2 排出量＝活動量の増減割合（※）×平成 26（2014）

年度の CO2排出量 
※ 活動量の増減割合＝目標年の活動量（推計値）÷平成 26（2014）年度の活動量（実績値） 
 
■現状趨勢ケースの各部門・分野の推計方法 

部門・分野 活動量 推計方法 出典

産業

部門

製造業
製造品

出荷額

平成 年度～平成 年度のトレンドをもとに対

数近似を用いて推計し、減少と予測

（推計の考え方）

平成 年度は 万円、平成 年度は

万円と増加傾向にあります。今後は、人口

減少が予測されていることもあり、これまでの傾向ほ

ど増加しないと予測し、線形近似ではなく対数近似

を用いて推計しました。

・経済産業省「工業統計調査」

建設業・鉱業 従業者数

平成 年度～平成 年度のトレンドをもとに対

数近似を用いて推計し、減少と予測

（推計の考え方）

平成 年度は 人、平成 年度は と減

少の一途を辿っています。今後は人口減少が予測さ

れていることもあり、引き続きこの傾向が続くと予測さ

れますが、減少割合は鈍化していくものと予測し、線

形近似ではなく対数近似を用いて推計しました。

・総務省「国勢調査」

農林水産業 従業者数
現状と同じように横ばいで推移するものとして

推計
・総務省「国勢調査」

製造品出荷額（推計値）
十億円

建設業・鉱業（推計値）人
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部門・分野 活動量 推計方法 出典

業務その他部門 従業者数

平成 年度～平成 年度のトレンドをもとに

対数近似を用いて推計し、減少と予測

（推計の考え方）

平成 年度は 人、平成 年度は

人と若干減少しています。今後は人口減少が予測

されていることもあり、引き続きこの傾向が続くと予

測されますが減少割合は鈍化していくものと予測し

線形近似ではなく対数近似を用いて推計しました。

・総務省「国勢調査」

家庭部門 世帯数

大田市まち・ひと・しごと創生総合戦略における市

独自推計値の「将来人口」を、大田市平均世帯人

員の将来推計値で除すことで推計し、減少と予測

（推計の考え方）

平成 年度は 世帯、平成 年度は

世帯と若干減少しています。将来のトレンドは大田

市まち・ひと・しごと総合戦略をもとに推計しました。

・総務省「国勢調査」

・大田市まち・ひと・しごと創生

総合戦略

・国立社会保障・人口問題研

究所「日本の世帯数の将来推

計（都道府県別推計）

運輸

部門

自動車（旅客） 人口

大田市まち・ひと・しごと創生総合戦略におけ

る市独自推計値の「将来人口」をもとに、線形

近似を用いて推計し、減少と予測

（推計の考え方）

平成 年度は 人、平成 年度は

人と減少しています。将来のトレンドは大田市まち・

ひと・しごと総合戦略をもとに推計しました。

・大田市まち・ひと・しごと

創生総合戦略

自動車（貨物）
製造品

出荷額

平成 年度～平成 年度のトレンドをもとに推

計し、減少と予測。推計値は「製造業」と同じ。
・経済産業省「工業統計調査」

鉄道 横ばいとして推計

大田市世帯数（推計値）
世帯

大田市人口（推計値）
人

業務その他（推計値）人
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資料編

１．部門別 排出量（現状）の算出データ

環境省が「地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト」にて、「地方公共団体実行計画（区域

施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」に基づき算出した全市区町村の部門別 CO2 排出

量の現況推計値を公表しています。大田市における部門別CO2排出量は公表数値を使用しました。 
 

２．現状趨勢ケースの算出方法

現状趨勢ケースの算出方法は以下のとおりです。 
現状趨勢ケースにおける目標年度の CO2 排出量＝活動量の増減割合（※）×平成 26（2014）

年度の CO2排出量 
※ 活動量の増減割合＝目標年の活動量（推計値）÷平成 26（2014）年度の活動量（実績値） 
 
■現状趨勢ケースの各部門・分野の推計方法 

部門・分野 活動量 推計方法 出典

産業

部門

製造業
製造品

出荷額

平成 年度～平成 年度のトレンドをもとに対

数近似を用いて推計し、減少と予測

（推計の考え方）

平成 年度は 万円、平成 年度は

万円と増加傾向にあります。今後は、人口

減少が予測されていることもあり、これまでの傾向ほ

ど増加しないと予測し、線形近似ではなく対数近似

を用いて推計しました。

・経済産業省「工業統計調査」

建設業・鉱業 従業者数

平成 年度～平成 年度のトレンドをもとに対

数近似を用いて推計し、減少と予測

（推計の考え方）

平成 年度は 人、平成 年度は と減

少の一途を辿っています。今後は人口減少が予測さ

れていることもあり、引き続きこの傾向が続くと予測さ

れますが、減少割合は鈍化していくものと予測し、線

形近似ではなく対数近似を用いて推計しました。

・総務省「国勢調査」

農林水産業 従業者数
現状と同じように横ばいで推移するものとして

推計
・総務省「国勢調査」

製造品出荷額（推計値）
十億円

建設業・鉱業（推計値）人
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部門・分野 活動量 推計方法 出典

業務その他部門 従業者数

平成 年度～平成 年度のトレンドをもとに

対数近似を用いて推計し、減少と予測

（推計の考え方）

平成 年度は 人、平成 年度は

人と若干減少しています。今後は人口減少が予測

されていることもあり、引き続きこの傾向が続くと予

測されますが減少割合は鈍化していくものと予測し

線形近似ではなく対数近似を用いて推計しました。

・総務省「国勢調査」

家庭部門 世帯数

大田市まち・ひと・しごと創生総合戦略における市

独自推計値の「将来人口」を、大田市平均世帯人

員の将来推計値で除すことで推計し、減少と予測

（推計の考え方）

平成 年度は 世帯、平成 年度は

世帯と若干減少しています。将来のトレンドは大田

市まち・ひと・しごと総合戦略をもとに推計しました。

・総務省「国勢調査」

・大田市まち・ひと・しごと創生

総合戦略

・国立社会保障・人口問題研

究所「日本の世帯数の将来推

計（都道府県別推計）

運輸

部門

自動車（旅客） 人口

大田市まち・ひと・しごと創生総合戦略におけ

る市独自推計値の「将来人口」をもとに、線形

近似を用いて推計し、減少と予測

（推計の考え方）

平成 年度は 人、平成 年度は

人と減少しています。将来のトレンドは大田市まち・

ひと・しごと総合戦略をもとに推計しました。

・大田市まち・ひと・しごと

創生総合戦略

自動車（貨物）
製造品

出荷額

平成 年度～平成 年度のトレンドをもとに推

計し、減少と予測。推計値は「製造業」と同じ。
・経済産業省「工業統計調査」

鉄道 横ばいとして推計

大田市世帯数（推計値）
世帯

大田市人口（推計値）
人

業務その他（推計値）人
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３．対策実施ケースの算出方法

■部門・分野別の削減ポテンシャル及び削減量 

部門・対象・

内容 
算定方法

削減ポテンシャル及び削減量

（ ）
注）
（ ）の数値は削減量、

［ ］の数値は改善率・導入率（％）
（＝削減量÷削減ポテンシャル） 

部

門 
対

象 
内

容 2030 年度 2050 年度 

産

業

家

電

機

器

省
エ
ネ
行
動

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、省エネ行動の実践について「実施し

ている」「実施を検討している」「実施は難しい」「該当する機器

やシステムがない」で聞いている。

 省エネ行動によるポテンシャルは、「実施を検討している」と答

えた事業者の ％が 年度までに実施すること、「実施は難

しい」と答えた事業者の ％が 年度までに実施することに

より得られるものとする。

 それぞれの省エネ行動に対して、省エネセンター等が示している

エネルギー削減量、 削減量（α ）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年の製造品出荷額（※）×（「実施を検討している」回

答率（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：α

）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋・・・・Ａｎ

推計年の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

※ 参照

■削減量

 省エネ行動による削減量は、 年度では「実施を検討してい

る」の ％、 年度では「実施を検討している」の ％、

「実施は難しい」の ％が実施することにより得られるものと

する。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率

（％）× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

産

業

家

電

機

器

設

備

導

入

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、設備導入について「実施している」

「実施を検討している」「実施は難しい」「該当する機器やシステ

ムがない」で聞いている。

 設備導入によるポテンシャルは、「実施を検討している」と答え

た事業者の ％が 年度までに実施すること、「実施は難し

い」と答えた事業者の ％が 年度までに実施することによ

り得られるものとする。

 それぞれの設備導入に対して、省エネセンター等が示しているエ

ネルギー削減量、 削減量（α ）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率

（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：α ）
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ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋・・・・Ａｎ

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

■削減量

 考え方及び推計式は「省エネ行動」と同様。

産

業

機

械

・

設

備

Ｅ

Ｓ

Ｃ

Ｏ

事

業

導

入

に

よ

る

省

エ

ネ

■削減ポテンシャル

 マニュアルの削減ポテンシャルの算定より

 工場の ％にＥＳＣＯ事業導入による省エネ対策を導入。

 年度の 排出量＝ 千

 ＥＳＣＯ事業による省エネ効果： ％

 削減効果＝ 排出量（ 年度）×導入割合 ％×省エネ

効果： ％

 推計年の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

■削減量

 ＥＳＣＯ事業導入による削減量は、 年度では「実施を検討

している」の ％、 年度では「実施を検討している」の

％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率

（％）× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

産

業

工

場

・

施

設

太

陽

光

発

電

の

導

入

■削減ポテンシャル（＝削減量）

 資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し」（ ）におけ

る太陽光発電の現在の導入量と 年度の導入見込み量をもと

に算出する。そのため、削減ポテンシャル＝削減量としている。

 現在の導入量 住宅： 万 非住宅： 万

年度の導入見込量 住宅： 万 非住宅： 万

 年度の導入見込量は、現在の導入量と 年度の導入見込

量から線形近似値をとって推計する。

 導入見込量の「住宅」は家庭部門とする。「非住宅」は が産

業部門、 が業務部門として算出する。

 大田市における 当たりの年間発電量＝ 年

あたりの 削減量α ＝

 大田市における産業部門のポテンシャルは次式で算定する。

産業部門：国の「非住宅」導入見込量× ×大田市製造品出荷

額／国内製造品出荷額×α

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

産

業

機

械

・

設

備

太

陽

熱

利

用

■削減ポテンシャル

 全事業所を対象に、太陽熱温水器（集熱面積 ㎡）を導入。

 灯油ボイラーからの代替を想定。

 削減効果は 事業所あたり、 年として算出。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、「実施している」「実施を検討してい

る」「実施は難しい」「該当する機器やシステムがない」で聞いて

いる。

 ポテンシャルは、「実施を検討している」と答えた事業者の ％

が 年度までに実施すること、「実施は難しい」と答えた事業

者の ％が 年度までに実施することにより得られるものと

する。

 次の式でポテンシャルを推計する。
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３．対策実施ケースの算出方法

■部門・分野別の削減ポテンシャル及び削減量 

部門・対象・

内容 
算定方法

削減ポテンシャル及び削減量

（ ）
注）
（ ）の数値は削減量、

［ ］の数値は改善率・導入率（％）
（＝削減量÷削減ポテンシャル） 

部

門 
対

象 
内

容 2030 年度 2050 年度 

産

業

家

電

機

器

省
エ
ネ
行
動

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、省エネ行動の実践について「実施し

ている」「実施を検討している」「実施は難しい」「該当する機器

やシステムがない」で聞いている。

 省エネ行動によるポテンシャルは、「実施を検討している」と答

えた事業者の ％が 年度までに実施すること、「実施は難

しい」と答えた事業者の ％が 年度までに実施することに

より得られるものとする。

 それぞれの省エネ行動に対して、省エネセンター等が示している

エネルギー削減量、 削減量（α ）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年の製造品出荷額（※）×（「実施を検討している」回

答率（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：α

）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋・・・・Ａｎ

推計年の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

※ 参照

■削減量

 省エネ行動による削減量は、 年度では「実施を検討してい

る」の ％、 年度では「実施を検討している」の ％、

「実施は難しい」の ％が実施することにより得られるものと

する。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率

（％）× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

産

業

家

電

機

器

設

備

導

入

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、設備導入について「実施している」

「実施を検討している」「実施は難しい」「該当する機器やシステ

ムがない」で聞いている。

 設備導入によるポテンシャルは、「実施を検討している」と答え

た事業者の ％が 年度までに実施すること、「実施は難し

い」と答えた事業者の ％が 年度までに実施することによ

り得られるものとする。

 それぞれの設備導入に対して、省エネセンター等が示しているエ

ネルギー削減量、 削減量（α ）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率

（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：α ）
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ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋・・・・Ａｎ

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

■削減量

 考え方及び推計式は「省エネ行動」と同様。

産

業

機

械

・

設

備

Ｅ

Ｓ

Ｃ

Ｏ

事

業

導

入

に

よ

る

省

エ

ネ

■削減ポテンシャル

 マニュアルの削減ポテンシャルの算定より

 工場の ％にＥＳＣＯ事業導入による省エネ対策を導入。

 年度の 排出量＝ 千

 ＥＳＣＯ事業による省エネ効果： ％

 削減効果＝ 排出量（ 年度）×導入割合 ％×省エネ

効果： ％

 推計年の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

■削減量

 ＥＳＣＯ事業導入による削減量は、 年度では「実施を検討

している」の ％、 年度では「実施を検討している」の

％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率

（％）× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

産

業

工

場

・

施

設

太

陽

光

発

電

の

導

入

■削減ポテンシャル（＝削減量）

 資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し」（ ）におけ

る太陽光発電の現在の導入量と 年度の導入見込み量をもと

に算出する。そのため、削減ポテンシャル＝削減量としている。

 現在の導入量 住宅： 万 非住宅： 万

年度の導入見込量 住宅： 万 非住宅： 万

 年度の導入見込量は、現在の導入量と 年度の導入見込

量から線形近似値をとって推計する。

 導入見込量の「住宅」は家庭部門とする。「非住宅」は が産

業部門、 が業務部門として算出する。

 大田市における 当たりの年間発電量＝ 年

あたりの 削減量α ＝

 大田市における産業部門のポテンシャルは次式で算定する。

産業部門：国の「非住宅」導入見込量× ×大田市製造品出荷

額／国内製造品出荷額×α

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。
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業

機

械
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備
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利
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■削減ポテンシャル

 全事業所を対象に、太陽熱温水器（集熱面積 ㎡）を導入。

 灯油ボイラーからの代替を想定。

 削減効果は 事業所あたり、 年として算出。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、「実施している」「実施を検討してい

る」「実施は難しい」「該当する機器やシステムがない」で聞いて

いる。

 ポテンシャルは、「実施を検討している」と答えた事業者の ％

が 年度までに実施すること、「実施は難しい」と答えた事業

者の ％が 年度までに実施することにより得られるものと

する。

 次の式でポテンシャルを推計する。
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Ａ＝推計年度の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率

（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

■削減量

 太陽熱利用による削減量は、 年度では「実施を検討してい

る」の ％が実施、 年度では「実施を検討している」の

％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率（％）

× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。
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業
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備
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■削減ポテンシャル

 ボイラーや薪ストーブ、ペレットストーブなどがあるが、薪スト

ーブを導入した場合を標準として推計。

 環境省資料「家庭における木質バイオマス利用の効果分析」によ

ると、薪ストーブ導入による効果は 事業所あたり （灯

油約 Ｌ使用時）。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、「実施している」「実施を検討してい

る」「実施は難しい」「該当する機器やシステムがない」で聞いて

いる。

 ポテンシャルは、「実施を検討している」と答えた事業者の ％

が 年度までに実施すること、「実施は難しい」と答えた事業

者の ％が 年度までに実施することにより得られるものと

する。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率（％）

＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

■削減量

 バイオマス熱利用による削減量は、 年度では「実施を検討

している」の ％、 年度では「実施を検討している」の

％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率

（％）× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。
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■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、省エネ行動の実践について「実施し

ている」「実施を検討している」「実施は難しい」「該当する機器

やシステムがない」で聞いている。

 省エネ行動によるポテンシャルは、「実施を検討している」と答

えた事業者の ％が 年度までに実施すること、「実施は難

しい」と答えた事業者の ％が 年度までに実施することに

より得られるものとする。

 それぞれの省エネ行動に対して、省エネセンター等が示している

エネルギー削減量、 削減量（α ）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の事業所数×（「実施を検討している」回答率（％）

＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋・・・・Ａｎ

 推計年度の業務その他部門の従業者数（※）は、過年度の数値か

らトレンドで推計する。

※ 参照

■削減量

 省エネ行動による削減量は、 年度では「実施を検討してい

る」の ％、 年度では「実施を検討している」の ％、

「実施は難しい」の ％が実施することにより得られるものと

する。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。
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電
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■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、設備導入について「実施している」

「実施を検討している」「実施は難しい」「該当する機器やシステ

ムがない」で聞いている。

 設備導入によるポテンシャルは、「実施を検討している」と答え

た事業者の ％が 年度までに実施すること、「実施は難し

い」と答えた事業者の ％が 年度までに実施することによ

り得られるものとする。

 それぞれの設備導入に対して、省エネセンター等が示しているエ

ネルギー削減量、 削減量（α ）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（

削減量：α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋・・・・Ａｎ

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

※ 参照

■削減量

 考え方及び推計式は「省エネ行動」と同様。
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Ａ＝推計年度の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率

（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

■削減量

 太陽熱利用による削減量は、 年度では「実施を検討してい

る」の ％が実施、 年度では「実施を検討している」の

％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率（％）

× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。
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■削減ポテンシャル

 ボイラーや薪ストーブ、ペレットストーブなどがあるが、薪スト

ーブを導入した場合を標準として推計。

 環境省資料「家庭における木質バイオマス利用の効果分析」によ

ると、薪ストーブ導入による効果は 事業所あたり （灯

油約 Ｌ使用時）。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、「実施している」「実施を検討してい

る」「実施は難しい」「該当する機器やシステムがない」で聞いて

いる。

 ポテンシャルは、「実施を検討している」と答えた事業者の ％

が 年度までに実施すること、「実施は難しい」と答えた事業

者の ％が 年度までに実施することにより得られるものと

する。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率（％）

＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

■削減量

 バイオマス熱利用による削減量は、 年度では「実施を検討

している」の ％、 年度では「実施を検討している」の

％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の製造品出荷額×（「実施を検討している」回答率

（％）× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。
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■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、省エネ行動の実践について「実施し

ている」「実施を検討している」「実施は難しい」「該当する機器

やシステムがない」で聞いている。

 省エネ行動によるポテンシャルは、「実施を検討している」と答

えた事業者の ％が 年度までに実施すること、「実施は難

しい」と答えた事業者の ％が 年度までに実施することに

より得られるものとする。

 それぞれの省エネ行動に対して、省エネセンター等が示している

エネルギー削減量、 削減量（α ）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の事業所数×（「実施を検討している」回答率（％）

＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋・・・・Ａｎ

 推計年度の業務その他部門の従業者数（※）は、過年度の数値か

らトレンドで推計する。

※ 参照

■削減量

 省エネ行動による削減量は、 年度では「実施を検討してい

る」の ％、 年度では「実施を検討している」の ％、

「実施は難しい」の ％が実施することにより得られるものと

する。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。
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■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、設備導入について「実施している」

「実施を検討している」「実施は難しい」「該当する機器やシステ

ムがない」で聞いている。

 設備導入によるポテンシャルは、「実施を検討している」と答え

た事業者の ％が 年度までに実施すること、「実施は難し

い」と答えた事業者の ％が 年度までに実施することによ

り得られるものとする。

 それぞれの設備導入に対して、省エネセンター等が示しているエ

ネルギー削減量、 削減量（α ）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（

削減量：α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋・・・・Ａｎ

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

※ 参照

■削減量

 考え方及び推計式は「省エネ行動」と同様。
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■削減ポテンシャル

 マニュアルの削減ポテンシャルの算定より

 全事業所にＥＳＣＯ導入

 年度の対象事業所 排出量＝ 千

 ＥＳＣＯ事業による省エネ効果： ％

 ポテンシャルは次式で算定する。

削減効果＝ 排出量（ 年度）×省エネ効果

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

■削減量

 ＥＳＣＯ事業導入による削減量は、 年度では「実施を検討

している」の ％が実施、 年度では「実施を検討している」

の ％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られ

るものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。
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■削減ポテンシャル（＝削減量）

 エネルギー資源庁「長期エネルギー需給見通し」（ ）におけ

る太陽光発電の現在の導入量と 年度の導入見込み量をもと

に算出する。そのため、削減ポテンシャル＝削減量としている。

 現在の導入量 住宅： 万 非住宅： 万

年度の導入見込量 住宅： 万 非住宅： 万

 年度の導入見込量は、現在の導入量と 年度の導入見込

量から線形近似値をとって推計する。

 導入見込量の「住宅」は家庭部門とする。「非住宅」は が産

業部門、 が業務部門として算出する。

 大田市における 当たりの年間発電量＝ ｈ 年

 あたりの 削減量α ＝

 大田市における業務部門のポテンシャルは次式で算定する。

業務部門：国の「非住宅」導入見込量× ×大田市業務その他

部門の従業員数／国内業務その他部門の従業員数×α１

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。
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■削減ポテンシャル

 全事業所を対象に、太陽熱温水器（集熱面積 ㎡）を導入。

 灯油ボイラーからの代替を想定。

 削減効果は 事業所あたり、 年として算定。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、「実施している」「実施を検討してい

る」「実施は難しい」「該当する機器やシステムがない」で聞いて

いる。

 ポテンシャルは、「実施を検討している」と答えた事業者の ％

が 年度までに実施すること、「実施は難しい」と答えた事業

者の ％が 年度までに実施することにより得られるものと

する。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（

削減量：α ）

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。
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■削減量

 太陽熱利用による削減量は、 年度では「実施を検討してい

る」の ％が実施、 年度では「実施を検討している」の

％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。
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バ

イ

オ

マ

ス

熱

利

用

■削減ポテンシャル

 薪ボイラーや薪ストーブ、ペレットストーブなどがあるが、薪ス

トーブを導入した場合を標準として推計。

 環境省資料「家庭における木質バイオマス利用の効果分析」によ

ると、薪ストーブ導入による効果は 事業所あたり （灯

油約 Ｌ使用時）。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、「実施している」「実施を検討してい

る」「実施は難しい」「該当する機器やシステムがない」で聞いて

いる。

 ポテンシャルは、「実施を検討している」と答えた事業者の ％

が 年度までに実施すること、「実施は難しい」と答えた事業

者の ％が 年度までに実施することにより得られるものと

する。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（

削減量：α ）

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

■削減量

 バイオマス熱利用による削減量は、 年度では「実施を検討

している」の ％が実施、 年度では「実施を検討している」

の ％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られ

るものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

家

庭

家

電

機

器

省

エ

ネ

行

動

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケート

から推計する。

 県民アンケートにおいて、省エネ行動の実践について「はい」「い

いえ」「時々」「該当しない・機器がない」で聞いている。

 省エネ行動によるポテンシャルは、「時々」と答えた人の ％が

年度までに「はい」に変わり、「いいえ」と答えた人の ％が

年度までに「はい」に変わることで得られるものとする。

 それぞれの省エネ行動に対して、省エネセンター等が示しているエ

ネルギー削減量、 削減量（α１）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の世帯数（※）×（「時々」回答率 × ＋「いい

え」回答率）×（ 削減量：α ）
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業

務

機

械

・

設

備

Ｅ

Ｓ

Ｃ

Ｏ

事

業

に

よ

る

省

エ

ネ

■削減ポテンシャル

 マニュアルの削減ポテンシャルの算定より

 全事業所にＥＳＣＯ導入

 年度の対象事業所 排出量＝ 千

 ＥＳＣＯ事業による省エネ効果： ％

 ポテンシャルは次式で算定する。

削減効果＝ 排出量（ 年度）×省エネ効果

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

■削減量

 ＥＳＣＯ事業導入による削減量は、 年度では「実施を検討

している」の ％が実施、 年度では「実施を検討している」

の ％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られ

るものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

業

務

施

設

太

陽

光

発

電

の

導

入

■削減ポテンシャル（＝削減量）

 エネルギー資源庁「長期エネルギー需給見通し」（ ）におけ

る太陽光発電の現在の導入量と 年度の導入見込み量をもと

に算出する。そのため、削減ポテンシャル＝削減量としている。

 現在の導入量 住宅： 万 非住宅： 万

年度の導入見込量 住宅： 万 非住宅： 万

 年度の導入見込量は、現在の導入量と 年度の導入見込

量から線形近似値をとって推計する。

 導入見込量の「住宅」は家庭部門とする。「非住宅」は が産

業部門、 が業務部門として算出する。

 大田市における 当たりの年間発電量＝ ｈ 年

 あたりの 削減量α ＝

 大田市における業務部門のポテンシャルは次式で算定する。

業務部門：国の「非住宅」導入見込量× ×大田市業務その他

部門の従業員数／国内業務その他部門の従業員数×α１

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

業

務

全

事

業

所

太

陽

熱

利

用

■削減ポテンシャル

 全事業所を対象に、太陽熱温水器（集熱面積 ㎡）を導入。

 灯油ボイラーからの代替を想定。

 削減効果は 事業所あたり、 年として算定。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、「実施している」「実施を検討してい

る」「実施は難しい」「該当する機器やシステムがない」で聞いて

いる。

 ポテンシャルは、「実施を検討している」と答えた事業者の ％

が 年度までに実施すること、「実施は難しい」と答えた事業

者の ％が 年度までに実施することにより得られるものと

する。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（

削減量：α ）

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。
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■削減量

 太陽熱利用による削減量は、 年度では「実施を検討してい

る」の ％が実施、 年度では「実施を検討している」の

％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

業

務

全

事

業

所

バ

イ

オ

マ

ス

熱

利

用

■削減ポテンシャル

 薪ボイラーや薪ストーブ、ペレットストーブなどがあるが、薪ス

トーブを導入した場合を標準として推計。

 環境省資料「家庭における木質バイオマス利用の効果分析」によ

ると、薪ストーブ導入による効果は 事業所あたり （灯

油約 Ｌ使用時）。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、事業者アンケ

ートから推計する。

 事業者アンケートにおいて、「実施している」「実施を検討してい

る」「実施は難しい」「該当する機器やシステムがない」で聞いて

いる。

 ポテンシャルは、「実施を検討している」と答えた事業者の ％

が 年度までに実施すること、「実施は難しい」と答えた事業

者の ％が 年度までに実施することにより得られるものと

する。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）＋「実施は難しい」回答率× ）×（

削減量：α ）

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

■削減量

 バイオマス熱利用による削減量は、 年度では「実施を検討

している」の ％が実施、 年度では「実施を検討している」

の ％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られ

るものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の業務その他部門の従業者数×（「実施を検討して

いる」回答率（％）× ）×（ 削減量：α）

削減量＝Ｂ

 推計年度の業務その他部門の従業者数は、過年度の数値からトレ

ンドで推計する。

家

庭

家

電

機

器

省

エ

ネ

行

動

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケート

から推計する。

 県民アンケートにおいて、省エネ行動の実践について「はい」「い

いえ」「時々」「該当しない・機器がない」で聞いている。

 省エネ行動によるポテンシャルは、「時々」と答えた人の ％が

年度までに「はい」に変わり、「いいえ」と答えた人の ％が

年度までに「はい」に変わることで得られるものとする。

 それぞれの省エネ行動に対して、省エネセンター等が示しているエ

ネルギー削減量、 削減量（α１）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の世帯数（※）×（「時々」回答率 × ＋「いい

え」回答率）×（ 削減量：α ）
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ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋・・・＋Ａｎ

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人数

として推計する。

※ 参照

■削減量

 省エネ行動による削減量は、 年度では「時々」の ％、「いい

え」の ％が実施、 年度では「時々」の ％、「いいえ」の

％が実施することにより得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の世帯数×（「時々」回答率（％）× ＋「いいえ」

回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

家

庭

家

電

機

器

ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
機
器
買
換
え

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケート

から推計する。

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても今

後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

導入の予定がない」で聞いている。

 トップランナー機器買換えによるポテンシャルは、「価格が高くて

も今後導入したい」と答えた人の ％が 年度までに導入する

こと、「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」と答えた

人の ％が 年度までに導入すること、「導入の予定がない」

と答えた人の ％が 年度までに導入することで得られるもの

とする。

 それぞれの機器買換えに対して、省エネセンター等が示しているエ

ネルギー削減量、 削減量が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋「導

入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋・・・＋Ａｎ

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人数

として推計する。

■削減量

 買換えによる削減量は、 年度では「価格が高くても今後導入

したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

の ％が実施、 年度では「価格が高くても今後導入したい」

の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」の

％、「導入の予定がない」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。
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■削減ポテンシャル（＝削減量）

 マニュアルの削減ポテンシャルの算定より

 新築住宅の ％が次世代基準適合と仮定。そのため、削減ポテ

ンシャル＝削減量としている。

 暖房用 排出量は家庭における 排出量の ％と仮定（資源

エネルギー庁、エネルギー白書より）

 断熱化の 削減効果は ％と想定（現状の水準を旧基準並みと

想定）

 大田市における 年度の家庭部門の 排出量は 千

で、 世帯あたり 排出量は

 この 世帯あたり 削減量を用い、以下の方法で推計する。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケー

トから推計する。

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても

今後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入した

い」「導入の予定がない」で聞いている。

 省エネ住宅によるポテンシャルは、「価格が高くても今後導入し

たい」と答えた人の ％が 年度までに導入すること、「価

格が従来品と同程度であれば今後導入したい」と答えた人の

％が 年度までに導入すること、「導入の予定がない」と

答えた人の ％が 年度までに導入することで得られるもの

とする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回

答率＋「価格従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋

「導入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋・・・＋Ａｎ

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人

数として推計する。

■削減量

 削減量は、 年度では「価格が高くても今後導入したい」の

％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」の ％

が実施、 年度では「価格が高くても今後導入したい」の

％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」の

％、「導入の予定がない」の ％が実施することにより得ら

れるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入した

い」回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

家

庭

戸

建

住

宅

既

築

戸

建

住

宅

断

熱

改

修

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケート

から推計する。

 項目は「ペアガラスや樹脂サッシ」を対象とする。

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても今

後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

「導入の予定がない」で聞いている。

 ポテンシャルは、「価格が高くても今後導入したい」と答えた人の

％が 年度までに導入すること、「価格が従来品と同程度で

あれば今後導入したい」と答えた人の ％が 年度までに導入

すること、「導入の予定がない」と答えた人の ％が 年度まで

に導入することで得られるものとする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答
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ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋・・・＋Ａｎ

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人数

として推計する。

※ 参照

■削減量

 省エネ行動による削減量は、 年度では「時々」の ％、「いい

え」の ％が実施、 年度では「時々」の ％、「いいえ」の

％が実施することにより得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の世帯数×（「時々」回答率（％）× ＋「いいえ」

回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

家

庭

家

電

機

器

ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
機
器
買
換
え

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケート

から推計する。

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても今

後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

導入の予定がない」で聞いている。

 トップランナー機器買換えによるポテンシャルは、「価格が高くて

も今後導入したい」と答えた人の ％が 年度までに導入する

こと、「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」と答えた

人の ％が 年度までに導入すること、「導入の予定がない」

と答えた人の ％が 年度までに導入することで得られるもの

とする。

 それぞれの機器買換えに対して、省エネセンター等が示しているエ

ネルギー削減量、 削減量が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋「導

入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋・・・＋Ａｎ

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人数

として推計する。

■削減量

 買換えによる削減量は、 年度では「価格が高くても今後導入

したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

の ％が実施、 年度では「価格が高くても今後導入したい」

の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」の

％、「導入の予定がない」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。
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家

庭

住

宅

新

築
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宅

次
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合

■削減ポテンシャル（＝削減量）

 マニュアルの削減ポテンシャルの算定より

 新築住宅の ％が次世代基準適合と仮定。そのため、削減ポテ

ンシャル＝削減量としている。

 暖房用 排出量は家庭における 排出量の ％と仮定（資源

エネルギー庁、エネルギー白書より）

 断熱化の 削減効果は ％と想定（現状の水準を旧基準並みと

想定）

 大田市における 年度の家庭部門の 排出量は 千

で、 世帯あたり 排出量は

 この 世帯あたり 削減量を用い、以下の方法で推計する。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケー

トから推計する。

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても

今後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入した

い」「導入の予定がない」で聞いている。

 省エネ住宅によるポテンシャルは、「価格が高くても今後導入し

たい」と答えた人の ％が 年度までに導入すること、「価

格が従来品と同程度であれば今後導入したい」と答えた人の

％が 年度までに導入すること、「導入の予定がない」と

答えた人の ％が 年度までに導入することで得られるもの

とする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回

答率＋「価格従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋

「導入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋・・・＋Ａｎ

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人

数として推計する。

■削減量

 削減量は、 年度では「価格が高くても今後導入したい」の

％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」の ％

が実施、 年度では「価格が高くても今後導入したい」の

％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」の

％、「導入の予定がない」の ％が実施することにより得ら

れるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入した

い」回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

家

庭

戸

建

住

宅

既

築

戸

建

住

宅

断

熱

改

修

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケート

から推計する。

 項目は「ペアガラスや樹脂サッシ」を対象とする。

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても今

後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

「導入の予定がない」で聞いている。

 ポテンシャルは、「価格が高くても今後導入したい」と答えた人の

％が 年度までに導入すること、「価格が従来品と同程度で

あれば今後導入したい」と答えた人の ％が 年度までに導入

すること、「導入の予定がない」と答えた人の ％が 年度まで

に導入することで得られるものとする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答
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率＋「価格従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋「導

入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人数

として推計する。

■削減量

 削減量は、 年度では「価格が高くても今後導入したい」の ％、

「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」の ％が実施、

年度では「価格が高くても今後導入したい」の ％、「価格

が従来品と同程度であれば今後導入したい」の ％、「導入の予定

がない」の ％が実施することにより得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

家

庭

住

宅

太

陽

光

発

電

の

導

入

■削減ポテンシャル（＝削減量）

 資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し」（ ）におけ

る太陽光発電の現在の導入量と 年度の導入見込み量をもと

に算出する。そのため、削減ポテンシャル＝削減量としている。

 現在の導入量 住宅： 万 非住宅： 万

年度の導入見込量 住宅： 万 非住宅： 万

 年度の導入見込量は、現在の導入量と 年度の導入見込

量から線形近似値をとって推計する。

 導入見込量の「住宅」は家庭部門とする。「非住宅」は が産

業部門、 が業務部門として算出する。

 大田市における 当たりの年間発電量＝ ｈ 年

 あたりの 削減量α ＝

 大田市における家庭部門のポテンシャルは次式で算定する。

家庭部門：国の「住宅」導入見込量× ×大田市世帯数／国内

世帯数×α１

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

家

庭

住

宅

太

陽

熱

利

用

■削減ポテンシャル

 一般戸建て住宅を対象に、太陽熱温水器（集熱面積 ㎡）を導入。

 からの代替を想定。

 削減効果は 世帯あたり、 年として算定。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケート

から推計する。

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても今

後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

「導入の予定がない」で聞いている。

 ポテンシャルは、「価格が高くても今後導入したい」と答えた人の

％が 年度までに導入すること、「価格が従来品と同程度で

あれば今後導入したい」と答えた人の ％が 年度までに導入

すること、「導入の予定がない」と答えた人の ％が 年度まで

に導入することで得られるものとする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率＋「価格従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋「導

入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人数

として推計する。

■削減量

 太陽熱利用による削減量は、 年度では「価格が少し高くても今

後導入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入

したい」の ％が実施、 年度では「価格が少し高くても今後
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導入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入し

たい」の ％、「導入の予定がない」の ％が実施することによ

り得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の世帯数×（「価格が少し高くても今後導入したい」

回答率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入し

たい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

家

庭

住

宅
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オ
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熱
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用

■削減ポテンシャル

 薪ボイラーや薪ストーブ、ペレットストーブなどがあるが、薪スト

ーブを導入した場合を標準として推計。

 環境省資料「家庭における木質バイオマス利用の効果分析」による

と、薪ストーブ導入による効果は 世帯あたり （灯油約

Ｌ使用時）。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケート

から推計する。

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても今

後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

「導入の予定がない」で聞いている。

 ポテンシャルは、「価格が高くても今後導入したい」と答えた人の

％が 年度までに導入すること、「価格が従来品と同程度で

あれば今後導入したい」と答えた人の ％が 年度までに導入

すること、「導入の予定がない」と答えた人の ％が 年度まで

に導入することで得られるものとする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率＋「価格従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋「導

入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人数

として推計する。

■削減量

 バイオマス熱利用による削減量は、 年度では「価格が少し高

くても今後導入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば

今後導入したい」の ％が実施、 年度では「価格が少し高く

ても今後導入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今

後導入したい」の ％、「導入の予定がない」の ％が実施する

ことにより得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の世帯数×（「価格が少し高くても今後導入したい」

回答率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入し

たい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。
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率＋「価格従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋「導

入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人数

として推計する。

■削減量

 削減量は、 年度では「価格が高くても今後導入したい」の ％、

「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」の ％が実施、

年度では「価格が高くても今後導入したい」の ％、「価格

が従来品と同程度であれば今後導入したい」の ％、「導入の予定

がない」の ％が実施することにより得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

家
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宅
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導
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■削減ポテンシャル（＝削減量）

 資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し」（ ）におけ

る太陽光発電の現在の導入量と 年度の導入見込み量をもと

に算出する。そのため、削減ポテンシャル＝削減量としている。

 現在の導入量 住宅： 万 非住宅： 万

年度の導入見込量 住宅： 万 非住宅： 万

 年度の導入見込量は、現在の導入量と 年度の導入見込

量から線形近似値をとって推計する。

 導入見込量の「住宅」は家庭部門とする。「非住宅」は が産

業部門、 が業務部門として算出する。

 大田市における 当たりの年間発電量＝ ｈ 年

 あたりの 削減量α ＝

 大田市における家庭部門のポテンシャルは次式で算定する。

家庭部門：国の「住宅」導入見込量× ×大田市世帯数／国内

世帯数×α１

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

家

庭

住

宅

太

陽

熱

利

用

■削減ポテンシャル

 一般戸建て住宅を対象に、太陽熱温水器（集熱面積 ㎡）を導入。

 からの代替を想定。

 削減効果は 世帯あたり、 年として算定。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケート

から推計する。

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても今

後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

「導入の予定がない」で聞いている。

 ポテンシャルは、「価格が高くても今後導入したい」と答えた人の

％が 年度までに導入すること、「価格が従来品と同程度で

あれば今後導入したい」と答えた人の ％が 年度までに導入

すること、「導入の予定がない」と答えた人の ％が 年度まで

に導入することで得られるものとする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率＋「価格従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋「導

入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人数

として推計する。

■削減量

 太陽熱利用による削減量は、 年度では「価格が少し高くても今

後導入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入

したい」の ％が実施、 年度では「価格が少し高くても今後
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導入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入し

たい」の ％、「導入の予定がない」の ％が実施することによ

り得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の世帯数×（「価格が少し高くても今後導入したい」

回答率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入し

たい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

家

庭

住

宅

バ

イ

オ

マ

ス

熱

利

用

■削減ポテンシャル

 薪ボイラーや薪ストーブ、ペレットストーブなどがあるが、薪スト

ーブを導入した場合を標準として推計。

 環境省資料「家庭における木質バイオマス利用の効果分析」による

と、薪ストーブ導入による効果は 世帯あたり （灯油約

Ｌ使用時）。

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」のうち、県民アンケート

から推計する。

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても今

後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入したい」

「導入の予定がない」で聞いている。

 ポテンシャルは、「価格が高くても今後導入したい」と答えた人の

％が 年度までに導入すること、「価格が従来品と同程度で

あれば今後導入したい」と答えた人の ％が 年度までに導入

すること、「導入の予定がない」と答えた人の ％が 年度まで

に導入することで得られるものとする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回答

率＋「価格従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋「導

入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人数

として推計する。

■削減量

 バイオマス熱利用による削減量は、 年度では「価格が少し高

くても今後導入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば

今後導入したい」の ％が実施、 年度では「価格が少し高く

ても今後導入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今

後導入したい」の ％、「導入の予定がない」の ％が実施する

ことにより得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ＝推計年度の世帯数×（「価格が少し高くても今後導入したい」

回答率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入し

たい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。
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■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」から推計する。

 削減ポテンシャルは県民アンケートと事業者アンケートから推

計したものを合算したもの。

 １世帯当りの保有台数＝ 台（島根県整備関係統計表 ）

 事業所当りの保有台数＝ 台（島根県整備関係統計表 ）

（市民アンケート）

 県民アンケートにおいて、省エネ行動の実践について「はい」「い

いえ」「時々」「該当しない・機器がない」で聞いている。そのう

ち自動車分を対象とする。

 ポテンシャルは、「時々」の と、「いいえ」が全て「はい」に

なることで得られるものとする。

 それぞれの省エネ行動に対して、省エネセンター等が示している

エネルギー削減量、 削減量（α１）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の自動車保有台数×（「時々」回答率（％）×

＋「いいえ」回答率）× ）×（ 削減量：α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋・・・＋Ａｎ

 推計年度の保有台数は、世帯数× 世帯当たりの保有台数で推計

する。

（事業者アンケート）

 事業者アンケートにおいて、省エネ行動の実践について「実施し

ている」「実施は難しい」「実施を検討している」「該当する機器

やシステムがない」で聞いている。そのうち自動車分を対象とす

る。

 ポテンシャルは、「実施を検討している」の人の全てと、「実施は

難しい」の が「実施している」になることで得られるものと

する。

 それぞれの省エネ行動に対して、省エネセンター等が示している

エネルギー削減量、 削減量（α１）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の自動車保有台数×（「実施を検討している」回答

率（％）× ＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：

α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋・・・＋Ａｎ

 推計年度の保有台数は、製造品出荷額× 事業所あたりの保有台

数で推計する。

■削減量

 削減量は市民アンケートと事業者アンケートから推計したもの

を合算したもの。

（市民アンケート）

 省エネ行動による削減量は、 年度では「時々」の ％、「い

いえ」の ％が実施、 年度では「時々」の ％、「いいえ」

の ％が実施することにより得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の自動車保有台数×（「時々」回答率（％）×

＋「いいえ」回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の自動車保有台数は、世帯数× 世帯当たりの保有台数

で推計する。

（事業者アンケート）

 省エネ行動による削減量は、 年度では「実施を検討してい

る」の ％が実施、 年度では「実施を検討している」の
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％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の自動車保有台数×（「実施を検討している」回答

率（％）× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の自動車保有台数は、製造品出荷額× 事業所あたりの

保有台数で推計する。

運

輸

乗

用

ガ
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リ

ン

車

■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」から推計する。

 削減ポテンシャルは市民アンケートと事業者アンケートから推

計したものを合算したもの。

 クリーンエネルギー自動車（ハイブリッド自動車等）の導入に対

して、省エネセンター等が示しているエネルギー削減量、 削

減量（α１）＝ 年・台が示されている。

 １世帯当りの保有台数＝ 台（島根県整備関係統計表 ）

 事業所当りの保有台数＝ 台（島根県整備関係統計表 ）

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人

数として推計する。推計年度の事業所の自動車保有台数は、製造

品出荷額× 事業所あたりの保有台数で推計する。

（県民アンケート）

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても

今後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入した

い」「導入の予定がない」で聞いている。

 ポテンシャルは、「価格が高くても今後導入したい」と答えた人

の ％が 年度までに導入すること、「価格が従来品と同程

度であれば今後導入したい」と答えた人の ％が 年度ま

でに導入すること、「導入の予定がない」と答えた人の ％が

年度までに導入することで得られるものとする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回

答率＋「価格従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋

「導入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人

数として推計する。

（事業者アンケート）

 事業者アンケートにおいて、クリーンエネルギー自動車（ハイブ

リッド自動車等）の導入について、「実施している」「実施を検討

している」「実施は難しい」「該当する機器やシステムがない」「わ

からない」で聞いている。

 導入によるポテンシャルは、「実施を検討している」と答えた事

業者の ％が 年度までに実施すること、「わからない」と

答えた事業者の ％が 年度までに実施すること、「実施は

難しい」と答えた事業者の ％が 年度までに導入すること

で得られるものとする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ｂ１＝推計年度の自動車保有台数（ｂ）×「実施を検討している」

回答率＋「わからない」の回答率＋「実施は難しい」回答率× ）

×（ 削減量：α ）

■削減量

 削減量は市民アンケートと事業者アンケートから推計したもの
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■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」から推計する。

 削減ポテンシャルは県民アンケートと事業者アンケートから推

計したものを合算したもの。

 １世帯当りの保有台数＝ 台（島根県整備関係統計表 ）

 事業所当りの保有台数＝ 台（島根県整備関係統計表 ）

（市民アンケート）

 県民アンケートにおいて、省エネ行動の実践について「はい」「い

いえ」「時々」「該当しない・機器がない」で聞いている。そのう

ち自動車分を対象とする。

 ポテンシャルは、「時々」の と、「いいえ」が全て「はい」に

なることで得られるものとする。

 それぞれの省エネ行動に対して、省エネセンター等が示している

エネルギー削減量、 削減量（α１）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の自動車保有台数×（「時々」回答率（％）×

＋「いいえ」回答率）× ）×（ 削減量：α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋・・・＋Ａｎ

 推計年度の保有台数は、世帯数× 世帯当たりの保有台数で推計

する。

（事業者アンケート）

 事業者アンケートにおいて、省エネ行動の実践について「実施し

ている」「実施は難しい」「実施を検討している」「該当する機器

やシステムがない」で聞いている。そのうち自動車分を対象とす

る。

 ポテンシャルは、「実施を検討している」の人の全てと、「実施は

難しい」の が「実施している」になることで得られるものと

する。

 それぞれの省エネ行動に対して、省エネセンター等が示している

エネルギー削減量、 削減量（α１）が示されている。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ ＝推計年度の自動車保有台数×（「実施を検討している」回答

率（％）× ＋「実施は難しい」回答率× ）×（ 削減量：

α ）

ポテンシャル＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋・・・＋Ａｎ

 推計年度の保有台数は、製造品出荷額× 事業所あたりの保有台

数で推計する。

■削減量

 削減量は市民アンケートと事業者アンケートから推計したもの

を合算したもの。

（市民アンケート）

 省エネ行動による削減量は、 年度では「時々」の ％、「い

いえ」の ％が実施、 年度では「時々」の ％、「いいえ」

の ％が実施することにより得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の自動車保有台数×（「時々」回答率（％）×

＋「いいえ」回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の自動車保有台数は、世帯数× 世帯当たりの保有台数

で推計する。

（事業者アンケート）

 省エネ行動による削減量は、 年度では「実施を検討してい

る」の ％が実施、 年度では「実施を検討している」の
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％、「実施は難しい」の ％が実施することにより得られる

ものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の自動車保有台数×（「実施を検討している」回答

率（％）× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の自動車保有台数は、製造品出荷額× 事業所あたりの

保有台数で推計する。
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■削減ポテンシャル

 島根県が実施した「省エネ行動実態調査」から推計する。

 削減ポテンシャルは市民アンケートと事業者アンケートから推

計したものを合算したもの。

 クリーンエネルギー自動車（ハイブリッド自動車等）の導入に対

して、省エネセンター等が示しているエネルギー削減量、 削

減量（α１）＝ 年・台が示されている。

 １世帯当りの保有台数＝ 台（島根県整備関係統計表 ）

 事業所当りの保有台数＝ 台（島根県整備関係統計表 ）

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人

数として推計する。推計年度の事業所の自動車保有台数は、製造

品出荷額× 事業所あたりの保有台数で推計する。

（県民アンケート）

 県民アンケートにおいて、「既に導入している」「価格が高くても

今後導入したい」「価格が従来品と同程度であれば今後導入した

い」「導入の予定がない」で聞いている。

 ポテンシャルは、「価格が高くても今後導入したい」と答えた人

の ％が 年度までに導入すること、「価格が従来品と同程

度であれば今後導入したい」と答えた人の ％が 年度ま

でに導入すること、「導入の予定がない」と答えた人の ％が

年度までに導入することで得られるものとする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ａ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回

答率＋「価格従来品と同程度であれば今後導入したい」回答率＋

「導入の予定がない」回答率× ）×（ 削減量：α ）

 推計年度の世帯数は、大田市人口ビジョンの人口／世帯あたり人

数として推計する。

（事業者アンケート）

 事業者アンケートにおいて、クリーンエネルギー自動車（ハイブ

リッド自動車等）の導入について、「実施している」「実施を検討

している」「実施は難しい」「該当する機器やシステムがない」「わ

からない」で聞いている。

 導入によるポテンシャルは、「実施を検討している」と答えた事

業者の ％が 年度までに実施すること、「わからない」と

答えた事業者の ％が 年度までに実施すること、「実施は

難しい」と答えた事業者の ％が 年度までに導入すること

で得られるものとする。

 次の式でポテンシャルを推計する。

Ｂ１＝推計年度の自動車保有台数（ｂ）×「実施を検討している」

回答率＋「わからない」の回答率＋「実施は難しい」回答率× ）

×（ 削減量：α ）

■削減量

 削減量は市民アンケートと事業者アンケートから推計したもの
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を合算したもの。

（市民アンケート）

 買換えによる削減量は、 年度では「価格が高くても今後導

入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入

したい」の ％が実施、 年度では「価格が高くても今後導

入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入

したい」の ％、「導入の予定がない」の ％が実施すること

により得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回

答率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入し

たい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

（事業者アンケート）

 買換えによる削減量は、 年度では「実施を検討している」

の ％、 年度では「実施を検討している」の ％、「実

施は難しい」の ％が実施することにより得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の自動車保有台数×（「実施を検討している」回答

率（％）× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の事業所の自動車保有台数は、過年度の数値からトレン

ドで推計する。

部門・分野別合計 （ ）
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■エネルギーベースで算定できない対策の削減ポテンシャル及び削減量

部門・対象・内

容
算定方法

削減ポテンシャル及び削減

量（ ）

注）

（ ）の数値は削減量、

［ ］の数値は改善率・導入率

（％）（＝削減量÷削減ポテン

シャル） 

部
門

対
象

2030
年度 年度 年度

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

太
陽
光
発
電
（
売
電
分
）

太
陽
光
発
電
（
発
電
用
）
の
導
入

■削減ポテンシャル（＝削減量）

 資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し」（ ）におけ

る太陽光発電の現在の導入量と 年度の導入見込み量をもと

に算出する。そのため、削減ポテンシャル＝削減量としている。

 現在の導入量 住宅： 万 非住宅： 万

 年度の導入見込量 住宅： 万 非住宅： 万

 年度の導入見込量は、現在の導入量と 年度の導入見込

量から線形近似値をとって推計する。

 導入見込量の「住宅」は家庭部門とする。「非住宅」は が産業

部門、 が業務部門として算出する。

 大田市における 当たりの年間発電量＝ ｈ 年

 あたりの 削減量α ＝

 大田市における産業部門のポテンシャルは次式で算定する。

産業部門：国の「非住宅」導入見込量× ×大田市製造品出荷額

／国内製造品出荷額×α１

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

■合計

部門・対象・内容
削減ポテンシャル（ ） 削減量（ ）

年度 年度 年度 年度

部門・分野別小計

エネルギーベースで算定できない項目

合計
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を合算したもの。

（市民アンケート）

 買換えによる削減量は、 年度では「価格が高くても今後導
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入したい」の ％、「価格が従来品と同程度であれば今後導入

したい」の ％、「導入の予定がない」の ％が実施すること

により得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の世帯数×（「価格が高くても今後導入したい」回

答率（％）× ＋「価格が従来品と同程度であれば今後導入し

たい」回答率× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の世帯数は、過年度の数値からトレンドで推計する。

（事業者アンケート）

 買換えによる削減量は、 年度では「実施を検討している」

の ％、 年度では「実施を検討している」の ％、「実

施は難しい」の ％が実施することにより得られるものとする。

 上記をもとに、次の式で削減量を推計する。

年度の場合

Ｂ ＝推計年度の自動車保有台数×（「実施を検討している」回答

率（％）× ）×（ 削減量：α ）

削減量＝Ｂ ＋Ｂ ＋・・・・Ｂｎ

 推計年度の事業所の自動車保有台数は、過年度の数値からトレン

ドで推計する。

部門・分野別合計 （ ）

 

47 
 

■エネルギーベースで算定できない対策の削減ポテンシャル及び削減量

部門・対象・内

容
算定方法

削減ポテンシャル及び削減

量（ ）

注）

（ ）の数値は削減量、

［ ］の数値は改善率・導入率

（％）（＝削減量÷削減ポテン

シャル） 

部
門

対
象

2030
年度 年度 年度

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

太
陽
光
発
電
（
売
電
分
）

太
陽
光
発
電
（
発
電
用
）
の
導
入

■削減ポテンシャル（＝削減量）

 資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し」（ ）におけ

る太陽光発電の現在の導入量と 年度の導入見込み量をもと

に算出する。そのため、削減ポテンシャル＝削減量としている。

 現在の導入量 住宅： 万 非住宅： 万

 年度の導入見込量 住宅： 万 非住宅： 万

 年度の導入見込量は、現在の導入量と 年度の導入見込

量から線形近似値をとって推計する。

 導入見込量の「住宅」は家庭部門とする。「非住宅」は が産業

部門、 が業務部門として算出する。

 大田市における 当たりの年間発電量＝ ｈ 年

 あたりの 削減量α ＝

 大田市における産業部門のポテンシャルは次式で算定する。

産業部門：国の「非住宅」導入見込量× ×大田市製造品出荷額

／国内製造品出荷額×α１

 推計年度の製造品出荷額は、過年度の数値からトレンドで推計す

る。

■合計

部門・対象・内容
削減ポテンシャル（ ） 削減量（ ）

年度 年度 年度 年度

部門・分野別小計

エネルギーベースで算定できない項目

合計

 
 
 
 
 



48 
 

４．森林吸収量の算出方法

算出方法は、「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル 算定手法編 Ver.1.0」
（平成 29 年 3 月 環境省）に記載されている手法を用いて算出しました。 
具体的な算出方法は以下のとおりです。 

 
１）推計の対象 
推計の対象となるのは、区域内に存在する森林計画対象森林で、基準に定めた年次から報告対

象年までの森林蓄積の変化量から期間中の炭素蓄積を求め、二酸化炭素の吸収量を推計します。

この蓄積変化は、森林の成長、伐採、枯死等による変化が全て含まれた値となります。 
 
２）具体的な推計方法 

2 時点の森林炭素蓄積の比較を行い、その差を二酸化炭素に換算して純吸収量を推計します。

使用したデータは、島根県公表データ「森林資源構成表」の平成 24 年度（2012 年度）～平成 28
年度（2016 年度）の数値を用いました。 

 
（推計式） 
R=（C2－C1）/T2－1×（－44/12） 
 
（計算） 
R=（3,311,535－2,804,270）/（28－24）×（－44/12）≒465 
 

記号 名称 定義 
R 吸収量 報告年度の吸収量［t-CO2/年］ 
C1 炭素蓄積量 1 比較をする年度の炭素蓄積量［t-C］ 
C2 炭素蓄積量 2 報告年度の炭素蓄積量［t-C］ 
T2－1 年数 報告年度と比較年度間の年数［年］ 
－44/12 炭素から二酸化

炭素への換算係

数 

炭素（分子量 12）を CO2（分子量 44）に換算する係数 
（注：炭素の増加（プラス）が CO2では吸収（マイナス表記）

となるため、冒頭にマイナスを付けて掛け算を行う） 
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５．用語集

 
■あ

RCP シナリオ 
代表濃度経路シナリオ（Representative Concentration Pathways）の略で、政策的な温室効

果ガスの緩和策を前提として、将来の温室効果ガス安定化レベルとそこに至るまでの経路のうち、

代表的なものを選んだシナリオです。下記のとおり、複数の RCP シナリオがあります。 

 

 
■え

エコマークやグリーンマーク 
エコマークは、原料調達から製造・廃棄に至るまでを考慮し、環境負荷が小さい商品を認定す

るラベルです。グリーンマークは、古紙を原料に利用した製品を認定するラベルです。 
 
 
 
 
 

ESCO 事業 
Energy Service Company の略称で、ＥＳＣＯ事業者が対象建物の省エネルギー改修に係る設

計・施工等を行い、その結果得られる省エネルギー効果を保証するとともに、省エネルギー改修

エコマーク
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に要した投資・経費等は、全て省エネルギーによる一定期間の経費削減分で償還され、その残余

がビルオーナーの利益となる事業です。 
 
■く

COOL CHOICE 
「COOL CHOICE」とは、2030 年度の温室効果ガスの排出量を 2013 年度比で 26％削減する

という目標達成のために、日本が世界に誇る省エネ・低炭素型の製品・サービス・行動など、温

暖化対策に資するあらゆる「賢い選択」を促す国民運動です。 
例えば、エコカーを買う、エコ住宅を建てる、エコ家電にするという「選択」、高効率な照明に

替える、公共交通機関を利用するという「選択」、クールビズをはじめ、低炭素なアクションを実

践するというライフスタイルの「選択」があります。国民が一丸となって温暖化防止に資する選

択を行ってもらうため、統一ロゴマークを設定し、政府・産業界・労働界・自治体・NPO 等が連

携して、広く国民に呼びかけています。 

 
 ロゴマーク
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■し

持続可能な開発目標（SDGs） 
SDGs は “ Sustainable Development 
Goals”の略で、2030 年までに政府や企

業を含めたあらゆる立場の人々が解決す

べき目標として国連が設定したものです。

2016~2030 年までの 15 年間で、SDGs ア

ジェンダ採択国の政府や企業を含めたあ

らゆる立場の人々が解決すべき目標とし

ています。気候変動抑制対策や陸上・海洋

の生態系保護、森林の持続可能な管理など、

17 の目標と 169 の達成基準が設定された

行動指針となっています。 
 
 
しまエコショップ 
ごみの減量化・資源化・再利用に努めている店舗を「しまエコショップ」として島根県が認定

し、県民に周知することでごみの減量化・リサイクル意識の向上を図っています。島根県が定め

た基準として「リデュースの実践」「リユースの実践」「リサイクルの実践」「省エネ・省資源の実

践」「環境配慮型経営の実践」のうち２項目以上に該当すれば、エコショップとして認定されます。 
 
省エネナビ 
「省エネナビ」とは、現在のエネルギーの消費量を金額で知らせると共に、利用者自身が決め

た省エネ目標を超えるとお知らせし、利用者自身がどのように省エネをするのか判断させる機器

のことです。 
 
■そ

ソーラーシェアリング 
農地に支柱を立てて、上部空間に太陽光発電設備等の発電設備を設置し、農業と発電事業を同

時に行うことを言います。 
 

■と

トップランナー機器 
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」において、製造事業者等に省エネ型の製品を製造

するよう基準値を設定しており、これをトップランナー基準と言います。トップランナー機器と

は、そのような基準を満たした機器のことを言います。 
 

■ひ

BDF 
Bio Diesel Fuel の略で、バイオディーゼル燃料と言います。主に廃食用油や菜種などの植物油

のロゴ 
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からできる燃料です。軽油の代わりとなり、自動車や重機などのディーゼル車に利用されます。

大気中から二酸化炭素を吸収した植物からつくられるため、全体でみるともともと大気中に存在

した以上の二酸化炭素を増やさないとされています。 
 

ビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS） 
Building Energy Management System の略称で、ビル内の配電設備や空調設備、照明設備、

換気設備、OA 機器等をネットワーク化し、表示機能と制御機能を持つシステムのことです。 
 
■ほ

ホームエネルギーマネジメントシステム（HEMS） 
Home Energy Management System の略称で、家電製品や給湯機器をネットワーク化し、表示

機能と制御機能を持つシステムのことです。 
 

53 
 

（参考）今後見込まれる技術

以下に挙げる技術やシステムの向上により、省エネルギー化や再生可能エネルギーの普及によ

る化石燃料代替が進み、二酸化炭素排出量を抑制することができると見込まれています。 
 

省エネルギー

経済産業省資源エネルギー庁により、省エネルギー技術の研究開発及び普及を効果的に推進す

るため、省エネルギーに大きく貢献する重要分野を特定し、「省エネルギー技術戦略 2016」を国

立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）とともに策定しています。 

 
資料）経済産業省資源エネルギー庁「省エネルギー技術戦略 2016」資料より抜粋 

 
再生可能エネルギー

 効率化や製造コスト低下による発電コストの低下

⇒高効率化や製造コストの低下により、kW あたりの発電コストが低下することが見込まれてい

ます。このことにより、今後想定される再生可能エネルギーの普及率よりもさらに普及が進む

ことが考えられます。 
 
 洋上風力発電の導入

⇒現在、国内では国の実証事業により建設された 6 基の導入に留まっています。オランダやイ

ギリスでは、セントラル方式と呼ばれる国が海域の風力発電の設置箇所を決め、入札により導

入を促進させる政策が実施されており、大幅なコスト低減に寄与しています。日本においては、

2016 年の港湾法改正により、長期占用のルールが整備された港湾区域においては、事業者に

よる洋上風力発電の導入に向けた計画が進みつつあります。よりポテンシャルの大きい一般海

域においては、2017 年以降、政府において利用のルール化の検討に着手しています。 
 
 既存系統の最大限の活用（日本版コネクト＆マネージ）

⇒現在、日本では、新規に電源を系統に接続する際、系統の空き容量の範囲内で先着順に受け入

れを行い、空き容量がなくなった場合には系統を増強した上で追加的な受け入れを行うことと

なっています。この点が、日本において再生可能エネルギーの普及を阻害している面もありま
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からできる燃料です。軽油の代わりとなり、自動車や重機などのディーゼル車に利用されます。

大気中から二酸化炭素を吸収した植物からつくられるため、全体でみるともともと大気中に存在

した以上の二酸化炭素を増やさないとされています。 
 

ビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS） 
Building Energy Management System の略称で、ビル内の配電設備や空調設備、照明設備、

換気設備、OA 機器等をネットワーク化し、表示機能と制御機能を持つシステムのことです。 
 
■ほ

ホームエネルギーマネジメントシステム（HEMS） 
Home Energy Management System の略称で、家電製品や給湯機器をネットワーク化し、表示

機能と制御機能を持つシステムのことです。 
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（参考）今後見込まれる技術

以下に挙げる技術やシステムの向上により、省エネルギー化や再生可能エネルギーの普及によ

る化石燃料代替が進み、二酸化炭素排出量を抑制することができると見込まれています。 
 

省エネルギー

経済産業省資源エネルギー庁により、省エネルギー技術の研究開発及び普及を効果的に推進す

るため、省エネルギーに大きく貢献する重要分野を特定し、「省エネルギー技術戦略 2016」を国

立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）とともに策定しています。 

 
資料）経済産業省資源エネルギー庁「省エネルギー技術戦略 2016」資料より抜粋 

 
再生可能エネルギー

 効率化や製造コスト低下による発電コストの低下

⇒高効率化や製造コストの低下により、kW あたりの発電コストが低下することが見込まれてい

ます。このことにより、今後想定される再生可能エネルギーの普及率よりもさらに普及が進む

ことが考えられます。 
 
 洋上風力発電の導入

⇒現在、国内では国の実証事業により建設された 6 基の導入に留まっています。オランダやイ

ギリスでは、セントラル方式と呼ばれる国が海域の風力発電の設置箇所を決め、入札により導

入を促進させる政策が実施されており、大幅なコスト低減に寄与しています。日本においては、

2016 年の港湾法改正により、長期占用のルールが整備された港湾区域においては、事業者に

よる洋上風力発電の導入に向けた計画が進みつつあります。よりポテンシャルの大きい一般海

域においては、2017 年以降、政府において利用のルール化の検討に着手しています。 
 
 既存系統の最大限の活用（日本版コネクト＆マネージ）

⇒現在、日本では、新規に電源を系統に接続する際、系統の空き容量の範囲内で先着順に受け入

れを行い、空き容量がなくなった場合には系統を増強した上で追加的な受け入れを行うことと

なっています。この点が、日本において再生可能エネルギーの普及を阻害している面もありま
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す。一方、欧州では、既存系統の容量を最大限活用し、一定の条件付での接続を認める制度（コ

ネクト＆マネージ）を導入している国もあります。そのため、日本においても、経済産業省に

より、「日本版コネクト＆マネージ」の検討を始めています。 
 

 
資料）東京大学 松本真由美 客員准教授 講演資料 

 
その他

 （二酸化炭素回収貯留）

⇒CCS とは、工場や発電所等から排出される二酸化炭素を大気拡散する前に回収し、地下へ貯

留する技術のことです。IEA（国際エネルギー機関）や IPCC（気候変動に関する政府間パネル）

等において、地球温暖化対策に効果的な技術として評価されています。日本では、「エネルギー

基本計画」（平成 26 年 4 月閣議決定）において、“2020 年頃の二酸化炭素回収貯留（CCS）技

術の実用化を目指した研究開発”や“CCSの商用化の目途等も考慮しつつできるだけ早期のCCS
Ready 導入に向けた検討を行う”等としています。その他、「地球温暖化対策計画」（平成 28 年

5 月閣議決定）においても CCS 技術について明記されています。 

 
資料）経済産業省資料「我が国の CCS 対策について」 
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